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     ――マイヤー編『ドイツ農業の構造と秩序』(1939 年)  
補論：仮定（if）に基づいた考察 
  ２．農業救済事業と国際金融の文脈  
VII 東部ヨーロッパ総合開発計画の思想 
  １. マイヤーの経歴 
  ２. 「小農民的」秩序から「健全な土地秩序」へ――所得均衡と労働生産性 
  ３. 新帝国の「空間」設計 
おわりに――農業政策の課題と戦後への視点 
  １．戦後農業の課題と政策 
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この政策は、例えば、同じ新自由主義の立場に立つヴィルヘルム・レプケ(Wilhelm Röpke, 1899-1966) にお
いては、「景気循環政策」(business cycle policy)であって、その内容は、大不況に対するドイツの景気政策も、自
国内での信用拡大によるいわゆる反循環的政策としてではなく、世界経済の景気循環における「経済危機の自動










(Ordoliberalismus)と呼ぶようになる。このグループの発信拠点なったのが、年報『オルド』 (“ORDO – 
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な戦争」と呼ばれた時期も含めて、その後 1941 年 12 月末までの期間は後に「平時に類似した戦時経済」
(friedensähnliche Kriegswirtschaft) 26と命名されることになる。この時期は「例外状態」の解除を近い将来に展
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ランド占領地の総督(Generalgouverneur)を歴任したハンス・フランク(Hans Frank, 1900-1946)が大戦後に獄














」(Marktwirtschaft im vorgezogenen kriegswirtschaftlichen (und damit zeitlich begrenzten) 
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資料： Erbe, Réne, Die nationalsozialistische Wirtschaftspolitik 1933-1939 im Lichte der modernen 
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労働経済      × 〇 労働信託官法(1933) 
国民的労働秩序法(1934)など 
工業経済      〇    〇 国家価格監視委員の課題・権限委譲法(1933)；強
制カルテル設立法(1933)；価格高騰防止法(1934)
など多数 
資料： Böhm, Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische Leistung を
もとに、経済法は適宜追加して筆者作成。 
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図表 II-2： 市場形態、市場制度と競争政策 
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市場形態 
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年代後半における（工業部門）失業率の上昇がドイツでは 4 か国の中で最も早い時期（1928～29 年）に始まり、大
不況期において最も高い失業率（43.8％）を記録したが、その後 1933 年からは、同比率が最も急速な下降へと転
じ、1937 年以後は最も低い値（1937 年6.9％、1938 年3.2％）を示すにいたった。労働市場における第三帝国の
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49 この点の指摘として、Puppo, Rolf, Die wirtschaftliche Gesetzgebung des Dritten Reiches, Konstanz 
1998, S. 155. 
50 Böhm, Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische Leistung, S. 
80ff. 
51 「労働信託官法」は、その翌年に制定され、同法を発展的に解消することになる「国民的労働秩序法」のことを、
「社会憲法の新規則」と呼び、同法の暫定的性格をあらかじめ宣言している。Das Gesetz über Treuhänder der 
Arbeit, 19. Mai 1933, §2, in: RGBl, Teil I, 1933, S.285. 





















ら 1938 年までの時期について、成長会計(growth accounting)の方法によって、各々の変数（GDP と資本蓄積・
総労働時間・TFP：全要素生産性）、および労働生産性と資本深化・TFP）の年変化率について分析している55。こ
れらの数字が示すのは、大不況に入るまでの 1920 年代ドイツ経済のパーフォーマンスが、20 年代末から大不況
の底より俄かに脱却して目覚しい経済発展を遂げた 1938 年までのドイツ経済と比べたとき、GDP 成長率や TFP
成長率においても、また、労働生産性増加率においても、後者の時期よりも遥かに高い値を示しているということ
                                                     
52 Dickert, Dietrich, Die Preisüberwachung 1931-1936, Berlin 1937, S. 14. 卸売物価指数は、恐慌の中で
長らく低迷していたが、1934年以後急速に回復に向かい、その後は、少なくとも1938年までは極めて安定した状
態を維持した。Poole, Kenyon E., German Financial Policies 1932-1939, Cambridge: Harverd University 
Press, 1939, p. 221, Table 49（プール、金原賢之助翻訳監修『ナチスドイツの金融政策』金融研究会、（上巻）
1941 年、（下巻）1942 年；（上・下巻合本）有明書房、1991 年、334 頁、表49）。 
53 雨宮昭彦『競争秩序のポリティクス――ドイツ経済政策思想の源流』東京大学出版会、2011 年、285 頁。  
54 Borchardt, Knut, Zwangslagen und Handlungsspielräume in der großen Weltwirtschaftskrise der 
frühen dreißiger Jahre, Bayerische Akademie der Wissenschaften, Juhrbuch 1979 (Müchen, 1979), 
reprinted in:  Borchardt, Knut, Wuchstum, Krisen, und Hundlungsspielraume der Wirtschaftspolitik, 
Göttingen, 1982. 
55 コブ・ダグラス型生産関数に基づいて、GDP(Y)の成長への貢献要因を、労働(L)、資本(K)、および全要素生
産性(A)の３つの変数とし、資本の要素分配率をα(0<α<1)とすれば、Y= Kα・L1-α・A ・・・・・・① 
したがって、GDP の変化率は、①を対数にして微分することにより、以下のようになる。    
logY=α・logK+(1-α)・logL+logA    d/dt logY]=α・d/dt [logK]+ (1-α)・d/dt [logL]+ d/dt [logA]   すなわ
ち、 
GDP の変化率(GDP Growth)＝(資本の要素分配率×資本の変化率)(Capital accumulation)＋(労働の要素分
配率×労働の変化率)(Total hours worked)＋全要素生産性の変化率(TFP)   カッコ内は図表 II-5, 6 の原表
で用いられている用語。 
また、労働生産性の変化率は以下の通りである。①より労働生産性は次のようになる。Y/L= Kα・L-α・A  したが
って、 
Y/L= (K/L) α・A  これを対数にして logY/L=α・logK/L +logA これを微分して d/dt [logY/L]=α・d/dt [logK/L] 
+ d/dt [logA] すなわち、労働生産性の変化率(Labour productivity)=(資本の要素分配率×資本・労働比率の
変化率)(Capital deepning)＋全要素生産性の変化率(TFP) 
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である。確かに、各々の時期のGDP成長率を国際比較で見ると、ドイツ経済は、1920年代には12か国中8位で











すれば、それは何よりも、この時代の新たな汎用技術(GPT: General Purpose Technology)である電力を初めと
する新技術への 1920 年代の積極的な投資57の遺産でもあったのではないだろうか。 
この点に関連して、1920 年代における GNP に対する粗投資の比率についてドイツと主要国との比較を試みた
シュペーラー(Mark Spoerer)は、ドイツの投資比率（11.5%）が英国(6.4%)よりもはるかに高く、（戦争で著しい被
害を被った北東部を抱えた）フランス(12.1%)のみならず、アメリカ(12.7%)や日本(13.9%)よりも僅かに低かっただ
けであったことを明らかにし、その点では、ワイマール経済は「危機以前の危機」(‘crisis before the crisis’)の状態
にある「病んだ経済」58ではなく、「ノーマル」(‘normal’)であったことを強調した59。また、彼は、ワイマール期（1924
年～1932年）ドイツの粗固定投資の構成を分析し、公共部門の投資（農業・工業・建築業の投資のうち公的融資分、














                                                     
56 戦後経済の「再建期」の経済成長の特徴については、Abelshauser, W./Petzina, D., Krise und 
Rekostruktion der gesamtwirtschaftlichen Entwicklung Deutschlands im 20. Jahrhundert, in: Schröder, 
W., Spree, R.(Hg.), Historische Konjunkturforschung, Stuttgart 1980. 
57 Broadberry, Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 
2, Cambridge University Press, 2010, p. 200ff.; Feinstein, Charles H., Temin, Peter, Toniolo, Gianni, The 
European Economy between the Wars, Oxford University Press, 1997, p. 79ff.；田野慶子『ドイツ資本主義と
エネルギー産業―工業化過程における石炭業・電力業』東京大学出版会、2003 年。 
58 Borchardt, Zwangslagen und Handlungsspielräume in der großen Weltwirtschaftskrise der frühen 
dreißiger Jahre. 
59 Spoerer, Mark, Weimar’s investment and growth record in intertemporal and international 
perspective, in: European Review of Economic History, I, 1997. 
60 資本生産性、すなわち資本一単位当たりの実質産出額における 1928 年の 1913 年からの伸び率において、ド
イツ(+7.7%)は、イギリス(+1.6%)に次いで低かった。なお、仏は+27.2%、イタリアは+22.4%, 日本は+43.7%、ア
メリカは+23.9%であった。Spoerer, Weimar’s investment and growth record in intertemporal and 
international perspective, p. 285. 
61 Spoerer, Weimar’s investment and growth record in intertemporal and international perspective, p. 
288. 






さらに、この点に関連して、第三帝国の景気回復が、設備投資（図表 II-6、1a）では 1928 年の水準（3.6 十億
RM）から大きく後退した後、微増しつつも 1936 年にも 28 年の水準以下にとどまったのに対して(1933 年：0.8、
1934 年：1.4、1935 年：2.0、1936 年：2.6、単位：十億 RM)、在庫投資（同、2）は、1928 年の水準（6.1 十億 RM）
からいったんは後退したが、その後は拡大していき1936年には28年の水準を超えるに至る（1933年：2.4、1934



























                                                     
62 雨宮昭彦『競争秩序のポリティクス』36, 44-45 頁を参照。 
63 Maier, Charles, The Economics of Faschism and Nazism, in: Maier, Charles, In Search of Stability : 
Explorations in Historical Political Economy, Cambridge University Press, 1987, p. 98. 
64 ⾬宮昭彦「ヴィルヘルム・レプケまたは『世界恐慌』期における経済学と経済学者」Research Paper Series 
(Graduate School of Management,Tokyo Metropolitan University）No. 139, 2014/3, を参照。 
65 Strecker, Otto et. al., Marketing in der Agrar- und Ernährungswirtschaft, Frankfurt 1996. 食糧経済
は、広義では、農業生産とそれに関連した流通・加工以外に、農業経営に関わる様々な生産手段の生産、食料品
の輸出入をも包括する。 
66 Nathan, Otto, The Nazi Economic System. Germany’s Mobilization for War, The Duke University 
Press, 1971, p.84. 
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資料： Bry, Gerhard, Wages in Germany 1871-1945, Ann Arbor, Michigan, 1967, p. 239, 255. 
 


















































資料：Historical Statistics of the World Economy:  1-2008 AD 
https://datasource.kapsarc.org/explore/dataset/historical-statistics-of-the-world-economy-1-2008-ad/export/ 
注：もしも一人当たりＧＤＰが、1850年から1980年までの全期間にわたって例えば年成長率1.8%で変わることなく
成長し続けたとすれば、この期間の開始の年から n 年目の一人当たり GDPnは、次のように書ける。 
GDPn=GDP1・(1+0.018)
n-1  したがってこの式を対数にすると次のような一次関数になり、縦軸を対数にした座標で
は直線グラフになる67。logGDPn=log GDP1+(n-1)・log1.018  





期」と名付けた。Jánossy, Franz, Das Ende der Wirtschaftswunder. Erscheinung und Wesen der 
wirtschaftlichen Entwicklung, Frankfurt/Main, Neue Kritik, 1966, S. 16; Jánossy, Frenc, The End of the 
Economic Miracle. Appearance and Reality in Economic Development, White Plains: New York, 1971, p. 
9. この仮説に対する批判的検討として、Crafts, Nichola/Toniolo, Gianni, Aggregate growth, 1950-2005, in: 
Broadberry, Stephen and Kevin H. O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, 
Vol. 2: 1870 to the Present, Cambridge University Press, 2010, p. 310; Borchardt, Knut, Wachstum, 
Krisen Handlungsspielräume der Wirtschaftspolitik, Göttingen 1982, S. 130f. 
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図表 II-4-2：ドイツ一人当たり GDP 1904-1940 （図表 II-4-1 から） 
 
 
図表 II-5-1: ヨーロッパ諸国の GDP と資本、労働、TFP の成長率（年、%）  1922～1929 年、1929～1938 年  
1922～29 年 
 資本 労働 TFP GDP 
ベルギー 0.86 0.13 2.61 3.6 
デンマーク 1.17 1.01 2.2 4.39 
フィンランド 1.42 0.7 3.42 5.54 
フランス 1.36 0.4 4.19 5.95 
ドイツ 0.56 -1.72 5.22 4.06 
イタリア 2.4 0.01 1 3.41 
オランダ 0.95 1.14 2.5 4.59 
ノルウェイ 0.98 -0.04 3.72 4.67 
スペイン 1.95 0.27 1.45 3.68 
スウェーデン 1.22 2 1.78 5 
スイス 0.83 0.18 4.56 5.57 















 資本 労働 TFP GDP 
ベルギー 0.3 -1.06 0.72 -0.04 
デンマーク 0.91 1.18 0.12 2.2 
フィンランド 0.97 1.05 1.8 3.83 
フランス 0.53 -2.23 1.3 -0.4 
ドイツ 0.4 0.55 2.01 2.96 
イタリア 1.12 -0.44 0.88 1.55 
オランダ 0.37 0.12 -0.17 0.33 
ノルウェイ 1.62 0.24 1.24 3.1 
スペイン 0.83 -0.29 -4.31 -3.78 
スウェーデン 1.34 -0.14 1.35 2.55 
スイス 0.31 -0.49 0.74 0.56 
イギリス 1.35 0.73 -0.2 1.88 
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1929～38 年 
 資本深化 TFP 労働生産性 
ベルギー 0.93 72 1.65 
デンマーク 0.23 0.12 0.34 
フィンランド 0.45 1.8 2.25 
フランス 1.9 1.3 3.2 
ドイツ 0.04 2.01 2.05 
イタリア 1.38 0.88 2.26 
オランダ 0.32 -0.17 0.15 
ノルウェイ 1.41 1.24 2.65 
スペイン 0.99 -4.31 -3.32 
スウェーデン 1.41 1.35 2.76 
スイス 0.55 0.74 1.29 
イギリス 0.78 0.2 0.58 
 
図表 II-5-2: ヨーロッパ諸国の労働生産性と資本深化、TFP の成長率（年、%） 1922～1929 年、1929～1938 年 
1922～1929 年 
 資本深化 TFP 労働生産性 
ベルギー 0.78 2.61 3.39 
デンマーク 0.59 2.2 2.79 
フィンランド 1.08 3.42 4.49 
フランス 1.11 4.19 5.3 
ドイツ 1.69 5.22 6.91 
イタリア 2.4 1 3.4 
オランダ 0.41 2.5 2.91 
ノルウェイ 1.02 3.72 4.74 
スペイン 1.8 1.45 3.25 
スウェーデン 0.22 1.78 2 
スイス 0.74 4.56 5.3 
イギリス 0.85 0.72 1.57 
 
＊ 図表II-5-1： 資本＋労働＋TFP＝GDP（各々、年増加率）。各変数とその関係については、注55を参照。「労
働」は「労働時間合計」(Total hours worked)。「資本深化」(Capital deepening)は、注 55 の「資本･労働比率」。「労
働生産性」は、「GDP／労働時間合計」(GDP per Total hours worked)。 
資料： Broadberry, Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2, 
Cambridge University Press, 2010, p. 200ff. 
 



















資料： Maier, Charles, The Economics of Faschism and Nazism, in: Maier, Charles, In Search of Stability : 






































でに一人当たりの経営面積（1938 年2.2ha）は戦前の水準（1910 年2.5ha）以下に低下していた。 
当時のドイツの農業生産の効率化も、こうした状態を反映して、ヨーロッパ比較で見てかなり遅れていたことが指
摘されている。すなわち、投入した生産要素の効率性を示す変数である全要素生産性（TFP）の変化率（図表
















72。この比率は、1907 年時点での全大土地所有のうち、過去 300 年間に農民の耕作地から大土地所有に移行し
た部分の推計値に基づいていた。耕作可能な湿原や荒蕪地も収用対象となった。同法の実施を委託された州は、
                                                     




70 Reichssiedlungsgesetz. Vom 11. August 1919, in: RGBl, I, S.1429ff.  
71 Gerschenkron, Alexander, Bread and Democracy in Germany, Cornell University Press: Ithaca and 
London, 1989(1943) p. 102f., 129ff.; Stoehr, Irene, Von Max Sering zu Konrad Meyer—ein 
>machtergreichender< Generationswechsel in der Agrar- und Siedlungswissenschaft, in: Susanne 
Heim(Hg.), Autarkie und Ostexpansion. Pflanzenzucht und Agrarforschung im Nationalsozialismus, 
Göttingen 2002, S. 60f. 
72 Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 
1934, S. 85. 










収用実績を見ると、1919 年から 1930 年までに同法に基づいて獲得された入植地は、プロイセンでは
632,903ha、ドイツ全体では 746,846ha で、その主要部分は 100ha 以上の大土地所有者の土地からの収用だっ
たが（プロイセン：511,279ha で 81%、ドイツ全体：563,823ha で 74.5%）74、この大土地所有者からの収用地面積
は、その所有地（1907 年）の 8.7%（プロイセン）、8%（ドイツ全体）に過ぎなかった75。注目すべきは、1919 年から






プロイセン： 8.4%、ブランデンブルク： 4.4%、ポンメルン： 6.6%、マルク辺境ポーゼン・西プロイセン：1.1%、ウ
ンターシュレージェン：6.3%、オーバーシュレージェン：8.6%）、メクレンブルクで 4.1％に過ぎなかった。1928 年



















                                                     
73 ガーシェンクロンは、ゼーリングについて、「政府側の傑出した専門家で、草案を作成し、国民会議でその発起
人となった」と記している。Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 104. 
74 Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 51. Jg., Berlin 1932, S. 55. また、Sering, Max, Die 
deutsche Landwirtschaft unter volks- und weltwirtschaftlichen Gesichtspunkten. Dargestellt unter 
Verwertung und Ergänzung der Arbeiten des Ausschusses zur Untersucung der Erzeugungs- und 
Absatzbedingungen der deutschen Wirtschaft, Berlin 1932, S. 693f. 
75 Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 34. Jg., Berlin 1913, S. 37. 
76 Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 55. Jg., Berlin 1936, S. 83; Gerschenkron, Bread and 
Democracy in Germany, p. 130. 
77 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 130.  
78 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 132. 
79 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 101. 











さて、大不況の只中の 1932 年 7 月に実施された国会選挙によって、ナチ党(NSDAP)は、農業との関連では、
とりわけ「大土地所有」あるいは「大経営」（100ha 以上）が優勢な農業社会からの強い支持を得て第一党の座を占




階級は、農村貴族(the rural nobility)や大農(big farmers)でも農村プロレタリアート(the rural proletariat)でも
なく、小規模農場の所有者(the small farm proprietors)であって、彼らこそ、都市でナチズムの中核となった下













KSWR）の得票率との関係は、図表 III-5-2 が示すように、1932 年7 月と 1933 年3 月のいずれの国会選挙にお
                                                     
80 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 93ff. 
81 以上、Heberle, Rudolf, From Democracy to Nazism: A Regional Case Study on Political Parties in 
Germany, Louisianna State University Press, Baton Rouge, 1945（New York: Howard Fertig, 1970, p. 
112-119. （ヘベルレ、R., 中道寿一訳『民主主義からナチズムヘ―ナチズムの地域研究』御茶の水書房、1980
年、118-123 頁） 
82 Heberle, Rudolf, From Democracy to Nazism: A Regional Case Study on Political Parties in Germany, 
Louisianna State University Press, Baton Rouge, 1945（同書の第3,4章は、最初、Journal of Politics(1943)、
American Sociological Review(1944)に発表された。）; Heberle, Landbevölkerung und 
Nationalsozialismus: Eine soziologische Untersuchung der politischen Willensbildung in 
Schleswig-Holstein 1918 bis 1932, (Schriftenreihe der Vierteljahrshefte für Zeitgeschichte Nummer 6), 
Stuttgart: Deutsche Verlags-Anstalt, 1963. なお、ヘベルレの研究は最初次の論考として公になっている。
Heberle, Die politische Haltung des Landvolks in Schleswig-Holstein 1918-1932, in: Volksspiegel, Bd. I, 
Nr. 4, 1934. 
83 詳しくは、⾬宮昭彦「ナチズムと大土地所有――『中間層テーゼ』か」Research Paper Series (Graduate 
School of Management,Tokyo Metropolitan University）, No. 153, 2015/9, を参照。 





家人民党DNVP が主導する政党連合KSWR: Kampffront Schwarz-Weiß-Rot）の連立政権（この政権の下で
「全権委任法」が成立する）として発足することとなった事情の一端を示しているように思われる。すなわち、このワ
イマール共和国最後の選挙となった 1933 年 3 月の国会選挙での、一方におけるナチ党得票率およびナチ党と
連立政権を組織することとなる（DNVP が主導する）KSWR の得票率ならびに両者の合計値、他方での農林業経


















以上に見たように、1945 年4 月30 日まで続くことになるいわゆる「ナチス政権」が、1933 年1 月30 日に、いか
なる理由からであれ、「ナチ党と国家人民党の連立政権
．．．．．．．．．．．．．．
」(Koalitionsregierung NSDAP und DNVP) 84として始









                                                     
84 Büttner, Ursula, Weimar. Die Überforderte Republik 1918-1933, Stuttgart 2008, S. 808, 497. 
85 Gesetz zur Behebung der Not von Volk und Reich. Vom 24. März 1933, in: RGBl, Teil 1, 1933, S. 141. 
86 Benz, Wolfgang, Geschichte der Dritten Reichs, München: Beck, 2003. S.21; Ermächtigungsgesetz 
"Die SPD hat die Ehre der Weimarer Republik gerettet" Von Hans Michael Kloth, SPIEGEL ONLINE, 
09. April 2008, 19:28 Uhr; Der Mythos des Ermächtigungsgesetzes, ZEIT ONLINE, 19. März 1953, 7:00 
Uhr; Hans Mommsen, Entstehung und Bedeutung des Ermächtigungsgesetzes vom 23. März 1933. 
Vortrag, gehalten auf einer Veranstaltung des „Gesprächskreises Geschichte“ in der 
Friedrich-Ebert-Stiftung Bonn am 24. März 2003(Gesprächskreis Geschichte, Heft 53, Herausgegeben 
von Dieter Dowe, Historisches Forschungszentrum der Friedrich-Ebert-Stiftung), Bonn 2003. 
87 ワイマール憲法、第76 条の規定を参照。Die Verfassung des Deutschen Reichs. Vom 11. August 1919, 
in: RGBl, 1919, S. 1397.  



















                                                     
88 Tooze, Adam, Ökonomie der Zerstörung. Die Geschichte der Wirtschaft im Nationalsozialismus, 
München 2007(Eng., 2007), S. 212.（アダム・トゥーズ『ナチス 破壊の経済 上』山形浩生・森本正史、みすず書
房、2019 年、199 頁） 
89 このテーマに関しては、さしあたり次を参照、Rössler, Mechtild, Sabine Schleiermacher(Hg.), Der 
„Generalplan Ost“. Hauptlinien der nationalsozialistischen Planungs- und Vernichtungspolitik, Berlin 
1993; Madajczyk, Czeslaw(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, 
München 1994; Pyta, Wolfram, „Menschenökonomie“ Das Ineinandergreifen von ländlicher 
Sozialraumgestaltung und rassenbiologischer Bevölkerungspolitik im NS-Staat, in: Historische 
Zeitschrift, Bd. 273, 2001; Mai, Uwe, „Rasse und Raum“ Agrarpolitik, Sozial- und Raumplanung im 
NS-Staat, Paderborn u.a. 2002; Heim, Susanne, (Hg.), Autarkie und Ostexpansion. Pflanzenzucht und 
Agrarforschung im Nationalsozialismus, Göttingen 2002; Radkau, Joachim, Frank Uekötter(Hg.), 
Naturschutz und Nationalsozialismus, Frankfurt/New York 2003; Heinemann, Isabel, Rasse, Siedlung, 
deutsche Blut. Das Rasse- und Siedlungshauptamt der SS und die rassenpolitische Neuordnung 
Europas, Göttingen 2003; Brüggemeier, Franz-Josef et al., ed., How Green Were the Nazis.Nature, 
Environment, and Nation in the Third Reich, Ohio University Press, 2005; Streb, Jochen, W. Pyta, Von 
der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, in: Zeitschrift für Agrargeschichte und Agrarsoziologie, 
Heft 2, 53.Jg, 2005; Tooze, Adam, Ökonomie der Zerstörung; Blackbourn, David, Die Eroberung der 
Natur. Eine Geschichte der deutschen Landschaft, München 2008. ナチス農業・食糧に関する最近の研究
動向については、Langthaler, Ernst/Markova, Ina（Hg.), Landwirtschaft und Ernärung im 
Nationalsozialismus.(Zeitgeschichte, 45. Jg., Heft3), Vienna University Press, 2018. 
90 概観として、Tooze, Adam, Ökonomie der Zerstörung. Die Geschichte der Wirtschaft im 




書店、2006 年、230 頁以下；藤原辰史『ナチス・ドイツの有機農業』柏書房、2005 年；小野清美『アウトバーンとナ
チズム――景観エコロジーの誕生』ミネルヴァ書房、2013 年；山井敏章「第二次大戦下ドイツ東部地域における国
土計画――あるプランナーの生涯に寄せて――」『歴史と経済』226, 2015/01。 
91 Buchta, Bruno, Die Junker und die Weimarer Republik. Charakter und Bedeutung der Osthilfe in 
den Jahren 1928-1933, Berlin 1959, S. 64f. 
92 Gesetz zur Regelung der landwirtschaftlichen Schuldverhältnisse. Vom 1. Juni 1933, in: RGBl, Teil 1, 
1933, S. 331, 343f.; Grundmann, Friedrich, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, Hamburg 1979, S. 81ff. 
93 Gesetz über den vorläufigen Aufbau des Reichsnährstandes und Maßnahmen zur Markt- und 
Preisregelung für landwirtschaftliche Erzeugnisse. vom 13. September 1933, in: RGBl I, 1933, 
S.626-628. 
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組織の一つとなった。また、「国家世襲農場」（Reichserbhof、「 農場法 1933 年 9 月 29 日」94）は、「ドイツ







































                                                     
94 引用は、Reichserbhofgesetz vom 29. 9. 1933, in: RGBl I, 1933, S.685. 
95 Erste Durchführungsverordnung zum Reichserbhofgesetz, insbesondere über Einrichtung und 
Verfahren der Anerbenbehörden vom 19. Oktober 1933, in: RGBl I, 1944, S.755. 国家世襲農場法と関連
法令については、鈴木直哉「世襲農場法とナチス農地法制の展開」『早稲田法学会誌』第34巻、1983年；同「ナチ
ス戦時体制における世襲農場法の改正と親族・相続規制の変容」『早稲田法学会誌』第35 巻、1984 年。 
96 ナチス農業政策史におけるこの最終局面は、冷戦終了後になって初めて研究が進んできた。ニュルンベルク
軍事裁判では無罪となったその農業経済学者が主導的に関わったこの開発計画については、ドイツ学術振興会
(Deutsche Forschungsgemeinschaft)による巡回展示会が 2006 年 10 月からドイツ各地の大学で開催されてき
た。同展示会のカタログ（Katalog zur Ausstellung der Deutschen Forschungsgemeinschaft）, Isabel 
Heinemann, Willi Oberkrome, Sabine Schleiermacher, Patrick Wagner,WISSENSCHAFT, PLANUNG, 
VERTREIBUNG, Der Generalplan Ost der Nationalsozialisten）を収録した URL は、
http://www.dfg.de/pub/generalplan/download.html 
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図表 III-1： ドイツ農林業経営の経営規模別分布と土地所有の状態（1933 年）＊      
農林業経営全体 
各経営規模の私有地、借地、給付
地・その他の土地＊＊の比率 ％ 経営規模 
ha 
経営数 比率 % 経営面積ha 比率 % 私有地 借地 
給付地・そ
の他の土地 
0.51～1 366,839 11.9 269,069 0.7 66.3 28.9 4.8 
1～2 482,379 15.7 681,651 1.6 69.5 26.7 3.8 
2～5 796,790 25.9 2,611,679 6.3 74.6 23.3 2.1 
5～10 621,952 20.2 4,378,142 10.5 81.6 17.5 0.9 
10～20 451,663 14.7 6,285,398 15.1 87.6 11.8 0.6 
20～50 267,310 8.7 7,954,770 19.1 91.5 8.2 0.3 
50～100 54,572 1.8 3,624,689 8.7 90.5 9.3 0.2 
100～200 16,600 0.5 2,264,310 5.5 86.4 13.4 0.2 
200～500 10,623 0.4 3,315,874 8.0 85.2 14.5 0.3 
500～1000 3,919 0.1 2,695,216 6.5 90.3 9.5 0.2 
1000ha 以上 2,807 0.1 7,484,987 18.0 99.1 0.7 0.2 
合計 3,075,454 100.0 41,566,785 100.0 88.7 10.7 0.6 





資料：Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 56. Jg., 1937, Berlin 1937. S. 79. 
 
図表 III-2： 農業就業人口一人当たりの農地*    単位： ha 








































32.9 （ 英 国 の
み） 
* 農地（land）は、「耕地栽培作物、恒久的な樹木作物、牧草地の合計からの推計値」（下記資料、p. 14） 
資料： Federico, Giovanni, Feeding the World. An Economic History of World Agriculture, 1800-2000, 
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図表 III-3： 農業における全要素生産性成長率（％、年平均）   1870~1910 年、1910~1938 年 





































ン（1800－1870 年）、** 1945 年以後：すべて 1965-1985 年。 
資料： Federico, Feeding the World, p.240-242. 
 
図表 III-4: ドイツ農業の労働力、産出量、労働生産性  1936 年 
 
*＝粗付加価値／労働力、**＝純付加価値／労働力 
資料： Fremdling, R., German Agricultural Employment, Production and Labour Productivity, in: 
Jahrbuch für Wirtschaftsgeschichte, 2010/1, S.224; Ders., German Agricultural Employment, 
Production and Labour Productivity: A New Benchmark for 1936 and a Note on Hoffmann's Tales. 
Research Memorandum GD-94c, Groningen Growth and Development Centre, January 2008, p. 10. 
 
図表 III-5-1: 各選挙区における経営規模別経営数比率とナチ党の得票率 1932 年7 月 
 ナチ党 
 回帰係数 相関係数 
0.51-2ha -0.159 -0.182 
2-20ha -0.01 -0.009 
20-100ha 0.339 0.234 
100ha以上 4.353 0.504 
注： 図表 III-5-1～III-5-3 は、次の資料により計算。Falter, Jürgen, Thomas Lindenberger, Siegfried 
Schumann, unter Mitarbeit von Dirk Hänisch, Jan-Bernd Lohmöller, Wahlen und Abstimmungen in 
der Weimarer Republik. Materialien zum Wahlverhalten 1919 - 1933, München 1986, S. 73; Statistik 
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図表 III-5-2: 各選挙区における保守党の得票率とナチ党の得票率の関係 
 1932年7月 1933年3月 
回帰係数 1.083822 0.695028 
相関係数 0.354824 0.34767 
 
図表 III-5-3: 各選挙区における経営規模別経営数比率とナチ党／連立政党の得票率 1933 年3 月 
 ナチ党 KSWR ナチ党＋KSWR 
 回帰係数 相関係数 回帰係数 相関係数 回帰係数 相関係数 
0.51-2ha -0.272 -0.39 -0.043 -0.123 -0.315 -0.358 
2-20ha 0.184 0.227 -0.133 -0.329 0.05 0.049 
20-100ha 0.271 0.24 0.313 0.556 0.585 0.41 











































































                                                     
97 Böhm, F., Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische Leistung, 
S.77f., 79f. 





























































                                                     
98 強調点、筆者。以下、同様。 
99 経済学部会が設置された時期に関わる国内的・国際的文脈については、本稿第Ｉ節2 を参照。 
100 Brinkmann, Carl, Der grechte Preis in der Landwirtschaft, in: Frank, Hans(Hg.), Der gerechte 
Preis(=Schriften der Akademie für Deutsches Recht. Gruppe Wirtschaftswissenschaft, Nr.1), Berlin 
1940. 
101 Brinkmann, Der grechte Preis in der Landwirtschaft. 
102 Flottmann, Erich, Das Deutsche Preisrecht. Eine systematische Darstellung der Grundsätze der 
Preispolitik und des Preisrechts, Stuttgart 1943, S.242; Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf 
geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 1934, S.168f. 
103 イタリック、強調、筆者。Seidl, Alois, Deutsche Agrargeschichte, Frankfurt/M 2006, S.279f. 著者ザイドル
については後述。 






















































(weit aber daneben noch・・・・・auf.」 （強調点、イタ
リック筆者）ことをベームは指摘した。彼は、先に見たように（第II 章）、食糧経済における「スタティックな要素」(ein 
statisches Element)の原因として、「農民の保護と育成」(der Schutz und die Pflege des Bauerntums)という
「極めて重大な追加的政治的課題」を挙げていたが104、それは、具体的には次のような政策を導いた。すなわち、











それは、すなわち、「この農民農場(der Bauernhof)が経済的機能以外に(außer wirtschaftlichen Funktion)、
国民共同体にとっての別の機能を満たさなければならないということであり、それはとりわけ次のような課題である。
つまり、健全で道徳的に好ましい条件の下に成長する人間類型を形成し、遺伝病質のない次世代を確保すること
                                                     
104 Böhm, F., Die Ordnung der Wirtschaft als geschichtliche Aufgabe und rechtsschöpferische Leistung, 
S.77. 























し て の 家 族 所 有
．．． ．． ．．
経 営 が 有 す る 社 会 政 策 的 意 義
．．． ．．．．．．．．．．
」 (gesellschaftspolitische Bedeutung der 
Familieneigentümerbetriebe als bodenständige Elemente der Bevölkerung)であって、「この点を指摘した
のは、とりわけ、社会的市場経済の創設者の一人であるアレクサンダー・リュストウである。彼は、農民と農民的性


















                                                     
105 国家世襲農場法の序文、第二パラグラフには次のように書かれている。「農民農場(Die Bauernhöfe)は、債務
超過や遺産相続の際の細分化から守られなければならない。」 Reichserbhofgesetz vom 29. 9. 1933, in: RGBl 
I, 1933, S.685.  
106 Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 
1934, S.164ff.  
107 本稿「おわりに」を参照。 
108 Seidl, Alois, Deutsche Agrargeschichte, Frankfurt/M 2006, S.280f. ザイドル(1934-)は、ヴァイエンシュ
テファン(Weihenstephan)単科大学教授(1971-1996)、ミュンヘン工科大学講師(1967-87, 1996-2005)。農業史
学会(Gesellschaft für Agrargeschichte)理事会メンバー、会長(1998-2006)。 
109 Rüstow, Alexander, Die weltgeschichtliche Bedeutung des Bauerntums in Vergangenheit, 














a peasant state of “race and soil”)を作ることは本質的に重要で
あるとの見解を党の同僚に明らかにしたが、この発言もまた、第三帝国の食糧経済における人口政策の社会政策
的意義を端的に物語ったものと理解しうるのではないだろうか。Woolston, Maxine Y., The Structure of the 
Nazi Economy, Havard Studies in Monopoly and Competition, New York: Russell& Russell, 1941, p. 
178; Der 3. Reichsbauerntag in Goslar, vom 10.-17. November 1935, Archiv des Reichsnährstandes: Bd. 
3., Berlin : Reichsnährstand Verl.-Ges., 1935, S. 7; Brady, Robert, The Spirit and Structure of German 
Faschism, London: Victor Gollancz Ltd, 1937, p. 213. 
110 Röpke, Wilhelm, International Economic Disintegration, London-Edinburgh-Glasgow, 1942(The 
Ludwig von Mieses Institute, Auburn, Alabama, 2007); Gerschenkron, Alexander, Bread and 
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ヨーロッパの工業諸国における農業問題解決の基本的方向性に関わって、「人口が密で、社会的に健全な農業」
















optimum)を達成すること――、そうした「目標は技術的合理性における何らかの犠牲の代価(the price of some 




























                                                                                                                                                                                
Democracy in Germany(1946), p. 193f. 
111 Röpke, International Economic Disintegration, p. 153. 
112 Röpke, International Economic Disintegration, p. 158. 
113 Rüstow, Alexander, Appendix: General sociological causes of the economic disintegration and 
possibilites of reconstruction, in: Roepke, International Economic Disintegration, S. 279. 
114 以下については、Roepke, International Economic Disintegration, p. 152-159. 
115 Röpke, International Economic Disintegration, p. 159. 
116 Sering, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, S.164ff.  


















す な わ ち 、 こ の 大土地所有（ 森林、 農場、 城館・ 邸宅等） は 伝統的に 、 家 族世襲財産制度
(Familienfideikommiss)の下にその存続が保証されてきたが、この制度は、ワイマール期における部分的な農
地改革の試み（国家入植法や各州での世襲財産廃止法の発令）を経て、第三帝国において「家族世襲財産およ




法的・行政的業務の国家（Reich）への一元化を目的とした「家族世襲財産解体の統一化法」123が 1935 年 6 月 26
日に公布されたが、同法と同年同日に成立した「国家自然保護法」124、およびそれに先立って制定された一連の
                                                     
117 当時のアメリカ農業の実態調査に基いて改革方向を提言した文献として、Sering, Max, Die 
landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft. Landwirthschaft, 
Kolonisation und Verkehrswesen in den Vereinigten Staaten und in Britisch=Nordamerika. Auf Grund 
von Reisen und Studien dargestellt von Max Sering, Leipzig 1887. 後述、参照。 
118 関連してヴェーバーとゼーリングの論争については、加藤房雄「ウェーバーのドイツ世襲財産論とゼーリング
批判―思想史的批判に進むために」『修道商学』29-1, 1988-10; Kato, Fusao, Probleme der preussischen 
Fideikommisse, in: 『広島大学経済論叢』39-1, 2015-7-31, S. 39ff. また、小林純『続ヴェーバー講義 政治経
済篇』唯学書房、2016 年、第3，4 章。 
119 Köhler, Henning, Arbeitsbeschaffung, Siedlung und Reparationen in der Schlußphase der Regierung 
Brüning, in: Vierteljahrshefte für Zeitgeschichte. 17 (1969), S. 287; Buchta, Bruno, Die Junker und die 
Weimarer Republik. Charakter und Bedeutung der Osthilfe in den Jahren 1928-1933, Berlin 1959, S. 
64f.;  
120 Drescher, Leo, im Auftrag der Bank für Deutsche Industrie-Obligationen, Entschuldung der 
Ostdeutschen Landwirtschaft, Berlin 1938, S. 55ff.; 加藤房雄「ワイマル期ドイツにおける大土地所有の苦闘
――「ドーナ」家の事例と「アメリカ債」の意義」『歴史と経済』216 号、2012 年； Kato, Fusao, Probleme der 
preussischen Fideikommisse, in: 『広島大学経済論叢』39-1, 2015-7-31, S. 41ff.; 加藤房雄「1920年代以降期
のドイツにおける「アメリカ債」の償却――ロンドン債務協定(1953 年)の前史に関する一考察」『社会経済史学』
82-4, 2017 年2 月。 
121 「家族世襲財産およびその他の拘束資産の失効法」(1938 年7 月6 日) Gesetz über das Erlöschen der 
Familienfideikommisse und sonstiger gebundener Vermögen vom 6. Juli 1938, in: RGBl, I, 1938, 
S.825ff.; Grundmann, Friedrich, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, Hamburg 1979, S.66 
122 以下の点については、本稿、第VI 節１を参照。 
123 「家族世襲財産解体の統一化法」（1935 年6 月26 日）Gesetz zur Vereinheitlichung der 
Fideikommißauflösung. Vom 26. Juni 1935. in: RGBl, I, 1935, S.785f. 
124 「国家自然保護法」（1935 年6 月26 日）Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935, in: RGBl, I, 1935, 
S.821ff. 







































                                                     
125 「動物保護法」（1933 年11 月24 日）Tierschutzgesetz. Vom 24. November 1933、「土壌評価法」（1934 年
10 月16 日）Gesetz über die Schätzung des Kulturbodens(Bodenschätzungsgesetz. Vom 16. Oktober 
1934、「森林荒廃防止法」（1934 年1 月18 日）Gesetz gegen waldverwüstung. Vom 18. Januar 1934、「国家
自然保護法」（1935年6月26日）Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935、「狩猟法」（1934年7月3日、
1938 年4 月23 日）Reichsjagdgesetz. Vom 3. Juli 1934; 23. April 1938. 
126 Kato, Fusao, Fideikommiss und Wald in Preussen unter besonderer Berücksichtigung der Auflösung 
des Waldfideikommisses, in: 『広島大学経済論叢』37-3, 2014-3-14. 
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図表 III-6： 第三帝国食糧経済の経済秩序――ベームの視圏とその外部 
食糧経済の基本思想、組織、方法、目的 食糧経済の政策 課題など 
基本思想 
「 中 央 操 舵 の 思 想 」 (der Gedanke der zentralen 
Lenkung) 












(Unterstützung durch Selbstverwaltungsverbände) 
 








「政治的に操舵された市場秩序の原理」(das Prinzip einer 

















































(1934), 「狩猟法」（1934, 1938） 
「国家自然保護法」(1935 年 6 月 26
日),  
「家族世襲財産解体の統一化法」

















先に触れた「公正価格」に関する共同研究（III-2 節）は、1940 年に設立されたドイツ法律アカデミー第 IV 部門、
経済学部会の最初の研究成果として、ドイツ法律アカデミー叢書（経済学グループ）、第 1 巻『公正価格』のタイト
ルで公にされた127。同書には、同部門部長イェンズ・イェッセン(Jens Peter Jessen, 1895-1944)128や同アカデミ
                                                     
127 Frank, Hans(Hg.), Der gerechte Preis(=Schriften der Akademie für Deutsches Recht. Gruppe 
Wirtschaftswissenschaft, Nr.1), Berlin 1940. 
128 イェンズ・イェッセン(Jens Peter Jessen, 1895-1944)は、デンマークとドイツの国境近くの大所領の出自、
1930 年ナチ党入党、1933 年キール世界研究所所長、1935 年ベルリン商科大学教授、クライザウ･グループに関
与し 1944 年11 月絞首刑。 















急進的市場主義の理念の弁護人のなかの確信的な保守主義者(Die überzeugten Konservativen unter den 





保守主義者〕は、1980 年代初頭に自らチリに赴き、軍事政権の経済政策を、素朴な大胆さで(in unbedarfter 
Freimütigkeit)新自由主義の成功の歴史であると理想化した」136、と。なお、シュメルダーズのこの論考が掲載さ
れた雑誌『インターナショナル・バックグラウンド』(International Background. An international Journal of 










                                                     
129 ギュンター・シュメルダーズ(Franz Hermann Günter Schmölders, 1903-1991)は、1933 年ナチ党員、1934
年ブレスラウ大学教授、クライザウ･グループに関与、戦後は、ケルン大学教授、モンペルラン協会総裁
(1968-1970)。 
130 Schmölders, Günter(Hg.), Der Wettbewerb als Mittel volkswirtschaftlicher Leistungssteigerung und 
Leistungsauslese, Schriften der Akademie für Deutsches Recht, Heft 6, Berlin 1942. 
131 Großmann, Johannes, Die Internationale der Konservativen. Transnationale Elitenzirkel und 
private Außenpolitik in Westeuropa seit 1945, München 2014. 以下については、同書、S. 419-519.  
132 Großmann, Die Internationale der Konservativen, S. 431. 
133 Großmann, Die Internationale der Konservativen, S. 431. 
134 Bernhard Walpen/Dieter Plehwe, »Wahrheitsgetreue Berichte über Chile« - Die Mont Pèlerin 
Society und die Diktatur Pinochet, in: 1999. Zeitschrift für Sozialgeschichte des 20. und 21. 
Jahrhunderts, 16 (2001), 2) 
135 Schmölders , Günter, A Visit to Santiego de Chile, in: International Background , 8,(1980)6.  
136 Großmann, Die Internationale der Konservativen, S. 432. 




















「本来の農業生産者としての借地農」(Landpächter als der eigentlichen Agrarproduzenten)の所得ではなく、





















                                                     
137 Brinkmann, Carl, Der grechte Preis in der Landwirtschaft, in: Der gerechte Preis(=Schriften der 
Akademie für Deutsches Recht. Gruppe Wirtschaftswissenschaft, Nr.1), Berlin 1940. 
138 この点に関連して次を参照、加藤房雄「『プロシア型』農業進化の構造・序論――大不況期における農民経営
と地主経営の事例分析」『経済論叢』118-3・4, 1976 年、65 頁以下。 
 37  
次の点にあるとしている。すなわち、「国民社会主義的な世襲農場については抵当権設定を不可能にする」(der 
Unbelastbarkeit des nationalsozialistischen Erbhofs)と共に、「農業市場秩序には国家食糧団により公定価格


































1933 年に穀物関税は 1930/31 年の水準に据え置く一方で、畜産製品の輸入関税を引き上げた。 
                                                     
139 Brinkmann, Der grechte Preis in der Landwirtschaft, S. 131. 
140 „Erste Verordnung über den vorläufigen Aufbau des Reichsnährstandes vom 8. Dezember 1933“の§
1 の規定。RGBl, I, 1933, S. 1060. 
141 Reichserbhofgesetz vom 29. 9. 1933, in: RGBl I, 1933, S.685; Erste Durchführungsverordnung zum 
Reichserbhofgesetz, insbesondere über Einrichtung und Verfahren der Anerbenbehörden vom 19. 
Oktober 1933, in: RGBl I, 1933, S.754f. 
142 Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 
1934, S.165f., 183. 
































* 行政局のなかの「I 人間」は農民教育を担当する。「II 農業」は農業の専門的・経営的事項および「生産闘争」
の実施に関わる事柄を扱う。「III 市場」は市場関係全般を扱う。Seidl, Alois, Deutsche Agrargeschichte, Frankfurt 
am Main 2006, S.254f. 各団体の数は、1939 年 1 月 1 日、占領・併合地を加えない旧帝国 Altreich の状態。
Münkel, D., Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, Frankfurt/New York 1996, S.103.. 
 
                                                     
143 以下で指摘するように、ユルゲン・ヴァイツェルによれば、国家食糧団のコンセプトは EEC の共通農業政策へ
と引き継がれたとされる。Weitzel, Jürgen, Nationalsozialistische Agrarideologie und Landwirtschaftsrecht, 
in: Gosewinkel, Dieter (Hg.), Wirtschaftskontrolle und Recht in der nationalsozialistischen Diktatur, 




144 国家食糧団の組織は、次の文献を参照した。Münkel, Daniela, Nationalsozialistische Agrarpolitik und 
Bauernalltag, Frankfurt/New York 1996, S.103; W.クラウス編『ナチス農業政策』三省堂、1941 年、27 頁；磯








































































思われる。それによれば、国民所得指数は 1929 年まで、商工業所得指数は 1928 年まで微増を続け、それ以後
になって初めて下がり始めたのに対して、農林業所得はすでに 1927～28 年に下降が示されていた。以後、国民
所得、商工業所得が急速に下落した結果、1930 年（商工業所得に対して）および 1932 年（国民所得に対して）に






成委員へと移行したことである。「価格高騰禁止令」（1936 年11 月26 日）147にもかかわらず、軍需拡大に伴って、
同条例の例外が 1940 年までに約 7,000 件も承認され、その結果工業完成品価格が高騰していった。そうしたな
かで、賃金コスト上昇圧力を緩和するためにも、食料品価格の高騰による実質賃金の低下を回避すべく農産物の
                                                     
145 Flottmann, Erich, Das Deutsche Preisrecht. Eine systematische Darstellung der Grundsätze der 
Preispolitik und des Preisrechts, Stuttgart 1943, S.242; Sering, M., Deutsche Agrarpolitik auf 
geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, S.168f. フランスでも同時期に小麦の公定価格が導入され
たが、ドイツでは、価格を設定する際に考慮する「市場の自然状態」に関して、地域(Raum)と時期(Zeit)を細かく
配慮する点に独自性があるとされる。Sering, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und 
landeskundlicher Grundlage, S.168. 
146 Sering, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, S.172. 
147 Verordnung über das Verbot von Preierhöungen. Vom 26. November 1936, in: RGBl, Teil 1, 1933, S. 
955-956. 




ロギー」(die “Festpreis”-Ideologie des Resichsnährstandes) 149というような観点に完全に委ねてしまうことも公
平さを欠いており、不適当であろう。 
 
図表 IV-2-1: ドイツにおける農林業所得、商工業所得、国民所得の変化   
1927 年＝100 
 国民所得 農林業所得 農業生産 商工業所得 工業生産 
1927年 100 100 100 100 100 
1928年 106 98 104 101 99 
1929年 107 92 107 98 99 
1930年 99 83 107 83 88 
1931年 81 74 110 62 72 
1932年 64 62 106 50 58 
1933年 66 65 113 53 65 
1934年 74 84 116 60 82 
1935年 83 94 112 71 93 
1936年 92 93 116 87 105 
1937年 103 96 121 108 116 
1938年 113 98 122 123     ― 
 

















資料： Steiner, Max, Die Agrarpolitik in der Schweiz und Deutschland, Basel 1947, S.141, Tab.Nr.34. 
                                                     
148 Steiner, André, Von der Preisüberwachung zur staatlichen Preisbildung, in: Ders.(Hg.), Preispolitik 
und Lebensstandard, Köln u.a. 2006, S.54, 59ff. 
149 Corni, Gustavo, Horst Gies, Brot・Butter・Kanonen. Die Ernährungswirtschaft in Deutschland unter 
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革新的創造(eine revolutionäre Neuschöpfung)である」と評価されている150。ガーシェンクロンは、1943 年に、
すなわち、国家食糧団がもっぱら第三帝国の戦時体制を支える装置として機能していた時期に、「国家食糧団に
よって行われた一定の諸改革の効果」(the effects of certain reforms carried by the Reich Food Estate) に関
して、第三帝国崩壊後のドイツを展望しつつ、次のように記している。「これらの諸改革は、もしもドイツ農業の卸売
り再調整にとって機が熟すときがくるならば、その時に、有益であることが明らかとなろう」(these reforms will 
prove useful if and when the time is ripe for a wholesale readjustment of German agriculture )151、と。 

























                                                     
150 Haushofer, Heinz, Reichsnährstand, in: Götz, Volkmar, Karl Kroeschell, Wolfgang Winkler(Hg.), 
Handwörterbuch des Agrarrechts, II. Bd., 1982, S.670. 
151 Gerschenkron, Alexander, Bread and Democracy in Germany(1943), Cornell University Press, 1989, 
S. 157. 
152 Weitzel, Jürgen, Nationalsozialistische Agrarideologie und Landwirtschaftsrecht, in: Gosewinkel, 
Dieter (Hg.), Wirtschaftskontrolle und Recht in der nationalsozialistischen Diktatur, Frankfurt am 
Main 2005, S.172ff. 
153 Stoehr, Irene, Von Max Sering zu Konrad Meyer—ein >machtergreichender< Generationswechsel in 
der Agrar- und Siedlungswissenschaft, in: Susanne Heim(Hg.), Autarkie und Ostexpansion. 
Pflanzenzucht und Agrarforschung im Nationalsozialismus, Göttingen 2002. 
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の 1930 年の著作『 血と 土か ら生ま れ出た新貴族』によれ ば 155 、 「リカード の地代論」 (Ricardo’s 
Grundrententheorie)は、土地所有に関する「ゲルマン的家族思想」(der germanische Familiengedanke)では
なく、「非ゲルマン的な、個人に関連した土地所有の概念」(der  ungermanische Begriff des ich=bezüglichen 






























のみ規定され、世襲農場法第 1 施行条例(§34）で具体的に 7.5ha という数字が（それ未満の面積の農場に関する
                                                     
154 Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 
1934, S.164ff. 
155 Darré, Walther R., Neuadel aus Blut und Boden, München 1930, S.71ff. 
156 Schönberg, Max, Zum Problem der Rente. Ein Beitrag zur Frage der Leistung im 
Landbau(=Ackerbau und Landbaupolitik, Herausgegeben von Konrad Meyer, Heft 2), Berlin 1935, S.8.  
157 Reichserbhofgesetz vom 29. 9. 1933, in: RGBl I, 1933, S.685. 
















たし（第 1 施行条例§34）、125ha を超える農場も所有者の一子相続裁判所への申請によって許可されえた（同








































                                                     
158 Erste Durchführungsverordnung zum Reichserbhofgesetz, insbesondere über Einrichtung und 
Verfahren der Anerbenbehörden vom 19. Oktober 1933, in: RGBl I, 1933, S.754f. 国家世襲農場法と関連
法令については、鈴木直哉「世襲農場法とナチス農地法制の展開」『早稲田法学会誌』第34巻、1983年；同「ナチ
ス戦時体制における世襲農場法の改正と親族・相続規制の変容」『早稲田法学会誌』第35 巻、1984 年。 
159 Brinkmann, Carl, Der grechte Preis in der Landwirtschaft, in: Der gerechte Preis(=Schriften der 
Akademie für Deutsches Recht. Gruppe Wirtschaftswissenschaft, Nr.1), Berlin 1940. 
160 Grundmann, Friedrich, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, Hamburg 1979, S. 67. 
161 Reichserbhofgesetz vom 29. September 1933, in: RGBl I, 1933, S.685. 
162 Münkel, Daniela, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, Frankfurt/New York 1996; 
Weitzel, Nationalsozialistische Agrarideologie und Landwirtschaftsrecht; 豊永泰子『ドイツ農村におけるナ
チズムへの道』233 頁以下, 265 頁以下。国家世襲農場法に規定された義務・制約条項は原則を示しており、相続
順位等を含めて、実際には、区から国家に至る諸審級からなる一子相続裁判所における判決を通じて比較的柔軟
に運用された。 
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 絶対数 比率 % 絶対数  比率 % 経営数 面積 
5ha 未満   2,661  0.386      8,193   0.05   0.2   0.2 
5 – 10ha  80,180 11.626    684,429   4.24  12.9  15.5 
10 – 20ha 316,735 45.928   4,598,939   28.5  65.2  67.3 
20 – 50ha 240,232 34.835   7,171,216  44.43  85.3  85.5 
50 – 100ha  43,911  6.367   2,892,795  17.92  79.6  78.6 
100 – 200ha   5,601  0.812    670,232   4.15  33.2  29.1 
200 – 500ha    283  0.041     74,916   0.46   2.7   2.3 
500 – 
1000ha 
    25  0.004     17,905   0.11   0.7   0.7 
1000ha 以上       7  0.001     20,510   0.13   0.2   0.3 
合計 689,635 100.000%  16,139,135 100.00% 21.60%  
38.00% 
＊占領・併合地を加えない旧帝国(Altreich)の状態 
資料： Statistik des Deutschen Reichs, Bd.560, Volks-, Berufs- und Betriebszälung vom 17. Mai 1939, 
Berlin 1943, S.48, 166. 
 








改革を一貫して主張してきた。1883 年、すなわち 20 歳代半ばの学者としてのキャリアの開始時に、ぜーリングは、
プロイセン政府の委託を受けて 19 世紀末ヨーロッパの農産物（穀物、畜産物）市場に台頭しつつあった北米農業
に関する８カ月間にわたる現地調査（1883年2 月～10月、太平洋岸を含む北米大陸の穀物地帯と北部山岳地域
の牧草地帯）165を実施した。ドイツでは、1882 年に、農場の平均規模は 7.6ha であり、100ha 以上の大農場の比
率は 25.6%であったのに対して、鉄道網の拡充と結びついた大規模な「植民政策の成功」 (Erfolg der 
Kolonisationspolitik)166によって農耕地が拡大したアメリカでは、1880 年に、農場の平均規模はドイツの 7 倍の
                                                     
163 ゼーリングは、大土地所有の分割によって内地植民を推進する立場から貴族の家族世襲財産制度を批判して
いた。Stoehr, I., Von Max Sering zu Konrad Meyer, S.75f. 
164 Stoehr, I., Von Max Sering zu Konrad Meyer, S.68f. 
165 Sering, Max, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft. 
Landwirthschaft, Kolonisation und Verkehrswesen in den Vereinigten Staaten und in 
Britisch=Nordamerika. Auf Grund von Reisen und Studien dargestellt von Max Sering, Leipzig 1887, S. 
V, IXff. 
166 Sering, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft, S. 134f. 
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を明らかに示していた172。そうしたなかで、ドイツ農業の労働生産性は 1880 年にはアメリカの僅か 42%、1910 年
でも 48%でしかなかった173。ゼーリングの調査によれば、例えば、イギリスの小麦輸入は１９世紀半ば(1846-1850
年)から 1880 年代前半(1881-1885 年)までに約 4.8 倍増加したが、その際に、輸入先国別比率では、ドイツは
31.7%から3.4%に、絶対量ではほぼ半分に激減したのに対して、アメリカ合衆国は前者では6.2%から48.8%へ、




協会(Gesellschaft zur Föderung der Inneren Kolonisation)の創設(1912 年)、戦時内閣のもとでの東部地域入
植計画策定（1916 年）、前述した戦後の国家入植法(Reichssiedlungsgesetz)の制定（1919 年）、農業・入植制度








                                                     
167 Sering, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft, S. 138f. 
168 Sering, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft, S. 710f. 
169 Sering, Max: Rede auf dem Internationalen Landwirtschaftskongress 1896 in Budapest, in: 
Themenportal Europäische Geschichte(2007), URL: 
<http://www.europa.clio-online.de/2007/Article=207>; Aldenhoff-Hübinger, Rita: Landwirtschaft im 
Spannungsfeld von Nationalisierung und Globalisierung. Getreidehandel und Agrarkrisen in 
Westeuropa, 1850-1914, in: Themenportal Europäische Geschichte (2007), URL: 
<http://www.europa.clioonline. 
de/2007/Article=206>. 
170 Broadberry, O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2, p. 7ff. 
171 Feinstein, Temin, Toniolo, The European Economy between the Wars, p. 73.  
172 Broadberry, O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2, p. 63. 
173 Broadberry, O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2, p. 66. 
174 Sering, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft, S. 740. 
175 Sering, M., C. v. Dietze, Innere Kolonisation, in: L. Elster(Hg.), Wörterbuch der Volkswirtschaft, 
Jena 1932. 
176 Rita Aldenhoff-Hübinger, Sering, Max. in: Neue Deutsche Biographie, Band 24, Berlin 2010, S. 267f. 
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歴史的な社会的従属性に求めた。彼は、こうした農民の社会的貶価という現象のアクチュアリティーを主張して、
「今日でもなお、ヨーロッパの外の農民(Bauer)が“peasant”という呼称に異議を申し立てる場合には、この社会的
従属性が念頭に置かれている」(Diese soziale Abhängigkeit, die heute noch der außereuropäische Bauer 
































                                                     
177 Art. Bauer, in: Brockhaus. Handbuch des Wissens in Vierbände, 1.Bd., Leipzig 1928, S.213. 
178 Gerschenkron, Alexander, Bread and Democracy in Germany(1943), Cornell University Press, 1989, 
S. 156. 
179 ヨーロッパ全般のこうした展開については、Broadberry, St., K. H. O’Rourke, ed., The Cambridge 
Economic History of Modern Europe, Vol. 2, S.215-218; Feinstein, Charles H.., Peter Temin, Gianni 
Toniolo, The European Economy between the Wars, Oxford University Press, 1997, p. 72. ドイツに関して
は、Rolfes, Max, Landwirtschaft 1914-1970, in: Hermann Aubin, Wolfgang Zorn(Hg.), Handbuch der 
deutschen Wirtschafts- und Sozialgeschichte, Bd.2, Das Neunzehnte und 20. Jahrhundert,Stuttgart 
1976, S. 748f. 
180 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S.111. 
181 図表 III-1（1933 年）では、100ha 以上の経営の経営面積は 38%で、この間にほぼ変化はない。 

















表 IV-4： 農林業経営における家畜飼育 1939 年       
経営規模0.5ha 以上   家畜頭数、羽数単位：1000  累積比率（％） 
肉 牛 飼 育 乳 牛 飼 育 経営規模
(ha) 経営数   累積比率 頭数     累積比
率 
経営数   累積比率 頭数     累積比率 
0.5-2 396,393 13.46% 677 2.88% 379,626 13.05% 515 4.37% 
2-5 825,901 41.49% 2,698 14.36% 815,764 41.09% 1,802 19.67% 
5-10 714,034 65.73% 4,225 32.35% 709,971 65.49% 2,372 39.80% 
10-20 579,615 85.41% 5,805 57.05% 577,638 85.35% 2,805 63.61% 
20-50 342,380 97.03% 6,123 83.11% 341,135 97.08% 2,616 85.82% 
50-100 58,581 99.02% 1,859 91.02% 57,978 99.07% 758 92.25% 
100-200 15,981 99.56% 737 94.16% 15,257 99.59% 341 95.14% 
200 以
上 









                                                     
182 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 157. 
183 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S.113. 
184 これについて、1939 年1 月20 日付けのバッケの報告書では「1933 年以後約40 万人の農村労働者
(Landarbeitern)の離脱」とされ、同年に刊行されたバッケの別の論考では、「近年に農業が失った労働力
(Arbeitskräften)の総数は、少なくとも、70 万から 80 万人と推計しうる」とされている。前者については、
Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S.113, 196 Anm.434. 後者については、Streb, Pyta, Von 
der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.66. 
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養   豚 養   鶏 経営規 模
(ha) 経営数  累積比
率 
頭数  累積比率 経営数  累積比率 羽数   累積比
率 
鶏肉用  
羽数   累積比
率 
鶏卵用 
0.5-2 674,730 22.08% 1,597 7.38% 834,876 24.67% 12,599 12.13% 8,363 12.54% 
2-5 727,634 45.90% 2,614 19.46% 841,092 49.51% 16,857 28.36% 11,452 29.72% 
5-10 668,625 67.78% 3,903 37.50% 710,153 70.50% 20,009 47.63% 13,591 50.11% 
10-20 559,358 86.08% 5,355 62.24% 576,575 87.53% 23,976 70.72% 15,673 73.62% 
20-50 334,011 97.02% 4,993 85.32% 339,846 97.57% 21,091 91.02% 12,802 92.82% 
50-100 56,882 98.88% 1,404 91.81% 57,482 99.27% 5,628 96.44% 3,013 97.34% 
100-200 14,483 99.35% 596 94.56% 14,585 99.70% 1,873 98.25% 929 98.74% 
200 以上 19,827 100.00% 1,177 100.00% 10,196 100.00% 1,821 100.00% 842 100.00% 
＊ 1939 年半ばの帝国領土（メーメル地方Memelland を除く） 
資料： Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59.Jg., 1941/42, Berlin 1942, S.144f.から算出。 
 



























0.5-2 2.50 2.88 1.15 4.37 1.75 7.38 3.00 12.54 5.02 
2-5 6.70 11.48 1.71 15.3 2.28 12.08 1.80 17.18 2.56 
5-10 10.5 17.98 1.71 20.13 1.92 18.04 1.72 20.39 1.94 
10-20 16.16 24.71 1.53 23.81 1.47 24.75 1.53 23.51 1.45 
20-100 27.11 33.97 1.25 28.64 1.06 29.56 1.09 23.72 0.87 
100 以上 37.03 8.98 0.24 7.75 0.21 8.19 0.22 2.66 0.07 
合計 100.00 100.00 1 100.00 1 100.00 1 100.00 1 









業用トラクターの農家保有台数は 1965 年の西ドイツの 5％にすぎなかった。ドイツ農業の本格的な機械化は第二
                                                     
185 Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.66f. 農業における資本スト
ック、投資（建物、機械類、家畜、在庫）に関するHoffmannらの推計によれば（Hoffmann, Walther/Grumbach, 
Ffanz/Hesse, Helmut, Das Wachstum der deutschen Wirtschaft seit der Mitte des 19. Jahrhunderts, 
Springer-Verlag: Berlin u.a., S. 229f.）、1924~1933年の10年間の合計額は473.41（百万マルク）、これに対し
て、農業投資を集中的に行ったと考えられている第三帝国の平時の時期1934~1939 年の 6 年間の合計額は
311.62（百万マルク）であった。第二次世界大戦開戦以後の時期の数字は不明である。 



















オート麦は 6334 千トンから 4826 千トンへと、主要穀物のすべての収穫高が、大幅に減少していくなかで（図表
V-5-1 参照）188、「生産闘争」(Erzeugungsschlacht)のスローガンのもとにナチス農業政策の重点目標となった。




















穀物自給率が 100％に達し、以後それを維持する方向で推移している191。図表 VIII-2 参照。）が、離農政策、す
なわち「土地流動性」の増大による農業経営の規模拡大をはかることでこの課題を追求したことと比較すると192、第
                                                     
186 Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.66. 
187 Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.67. 
188 Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 57. Jg., 1938, Berlin 1938, S.622 
189 Münkel, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, S.110. 
190 Degler, Stephanie, Jochen Streb, Die verlorene Erzeugungsschlacht: Die nationalsozialistischen 
Landwirtschaft im Systemvergleich, in: Jahrbuch für Wirtschaftsgeschichte, 2008/1, S.161. 
191 農林水産省による諸外国・地域の食料自給率等についての試算、
http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/013.html 
192 リピンスキー、E.E., 『土地流動性――土地流動性を増大させ零細農業経営の拡大を奨励するために E.E.C.加
盟諸国家によってとられた措置』（E.E.C.農業総指導部、農業構造指導部、農業生産条件分析課）、石堂清倫訳、
全国農業構造改善協会、1965 年；Alexander, D.J., Some Features of West German Policy for Improving 







（農場の 5~10％、農地の 15％）は、全国平均（各々、21.6％、38％）よりもはるかに低かった194。表 V-1 は、ドイツ
全国に関する1933年から1939年における農場の経営規模別分布の変化を示すが、それは明らかにこの中小規
模クラスを中心に農地の集中が進んだことを示している。表で 0.5ha 以下が急増しているのは、調査方法の変化
（改良）によっている（小零細経営は 1933 年には調査から排除されてしまうケースが多かったが、1939 年には改
められた）195。具体的には、経営規模10~20ha（面積で8.8%増）、20~50ha(5.4%増)、次いで、100~200ha(1.9%




























                                                                                                                                                                                
the Agricultural Structure, in: Journal of Farm Economics, Vol.46, No.4, 1964. 
193 最近の研究によれば、一子相続裁判所では国家世襲農場法を柔軟に運用したと考えられている。Münkel, 
Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag; Weitzel, Nationalsozialistische Agrarideologie 
und Landwirtschaftsrecht. 
194 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S.67f. 
195 Statistik des Deutschen Reichs, Bd.560, S.29. 
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図表V-1： 農林業における経営規模別分布の変化  1933－1939 年       旧ドイツ領  
経営規模 経営数 増減 面積 (ha) 増減 
(ha) 1933 年 1939 年 % 1933 年 1939 年 % 
0.5-1 366,839 482,958 31.7 269,069 341,484 26.9 
1-2 482,379 476,645 -1.2 681,651 680,818 -0.1 
2-5 796,790 762,738 -4.3 2,611,679 2,529,109 -3.2 
5-10 621,952 619,383 -0.4 4,378,142 4,427,333 1.1 
10-20 451,663 486,017 7.6 6,285,398 6,835,677 8.8 
20-50 267,310 281,754 5.4 7,954,770 8,382,992 5.4 
50-100 54,572 55,158 1.1 3,624,689 3,681,661 1.6 
100-200 16,600 16,892 1.8 2,264,310 2,306,477 1.9 
200-500 10,623 10,387 -2.2 3,315,874 3,229,990 -2.6 
500-1000 3,919 3,786 -3.4 2,696,216 2,596,685 -3.7 
1000 以
上 
2,807 2,845  1.4 7,484,987 7,508,514 0.3 
合計 3,075,454 3,198,563  4 41,566,785 42,520,740 2.3 
資料： Statistik des Deutschen Reichs, Bd.560, Volks-, Berufs- und Betriebszälung vom 17. Mai 1939, 










であった。「生産闘争」の開始に伴って 1934 年12 月に、国家食糧団によって示された、次の「生産闘












                                                     
196 Lovin, Clifford R., Die Erzeugungsschlacht 1934-1936, in: Zeitschrift für Agrargeschichte und 
Agrarsoziologie 22 (1974), S.214f. ; Münkel, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, S.110. 
いかに示す邦訳は、これに関する我が国の研究史の状況を考慮して、可能な限り正確な邦訳を期した。 
197 穀物から製造した熱量が豊富で繊維分の少ない飼料あるいは工業的に生産した配合飼料。 




















































































201、これら 4 つの変数と産出(Y)との関係は、コブ・ダグクラス型生産関数によって次のように示すことができる。 
 
Y＝産出、A=労働、 B=土地、K=資本、F=全要素生産性、各生産要素(A, B, K)に関する総所得の分配率（要素
分配率）を、a, b, 1－a－b とすると202、 





                                                     
198 Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935, in: RGBl, I, 1935, S.822. 
199 本稿第VI 節１を参照。 
200 この点については、Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.70f. か
ら示唆をえた。経済成長と生産関数に関しては、ジョーンズ、チャールズ・I.『経済成長理論入門――新古典派から
内生的成長理論へ』香西泰監訳、日本経済新聞社、1999 年、171 頁以後。ジョーンズ、チャールズ・I.、宮川努他
訳『マクロ経済学Ⅰ』東洋経済新報社、2011 年、87 頁以後。 
201 全要素生産性については、ジョーンズ『マクロ経済学Ⅰ』、109 頁以後。 
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d/dt [logY]=a・d/dt[logA] +b・d/dt [logB] +(1－a－b)・d/dt [logK] + d/dt [logF]      したがって 
y=a・a+b・b+(1－a－b)・k+f ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2) 
ところで、土地生産性は Y/B であるから、その変化率を求めるために対数にして微分すると、 
d/dt [log(Y/B)]= d/dt [logY]－d/dt [logB] 
ここで、d/dt [logY]=y, d/dt [logB]=b であるから、 
d/dt [log(Y/B)]= y－b  したがって土地生産性の変化率（成長率）yb は、 
yb=y-b=a・a+b・b+(1－a－b)・k+f -b=a・(a－b)+(1－a－b)・(k－b) +f  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3) 
同様にして、もう一つの生産性基準である労働生産性は Y/A であるから、その変化率（成長率）は、 
d/dt [log(Y/A)]= d/dt [logY]－d/dt [logA] 
ここで、d/dt [logY]=y, d/dt [logA]=a であるから、 
d/dt [log(Y/A)]=y－a  したがって労働生産性の成長率ya は、 
ya=y-a=a・a+b・b+(1－a－b)・k+f -a=b・(b－a)+(1－a－b)・(k－a) +f  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4) 
 
さて、ここで（3）式と（4）式を比較すると、農業経営体における土地生産性の成長率（yb）も、労働生産性の成長
率（ya）も、積極的な投資（生産の機械化、肥料の投入、新品種の利用など）（(3)式の k－b>0, (4)式の k－a>0）に
よって増加する。すなわち、（1）の前提からa+b<1であるため、積極的な投資が行われる場合（k－b>0, k－a>0）
には、(1－a－b)・(k－b)>0、(1－a－b)・(k－a)>0 となる。しかし、農場規模（土地）の、労働の増加率を超える拡























Technik in der Landwirtschaft)とギーセン大学農業経営学研究所(Institut für landwirtschaftliche 
                                                     
203 「歯止め」の効果が限定的であったことについては、本稿第 V 節1 を参照。 
204 法務大臣フランツ・ギュントナー(Franz Güntner)の、国家世襲農場法草案に関する内閣内部での議論にお
ける発言から。Akten der Reichskanzlei. Die Regierung Hitler, Teil 1: 1933/34, Bd.2, Boppard 1983, S.830. 
Zit. aus: Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.62. 
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205 Priebe, Hermann, Zur Frage der Gestaltung und Größe des zukünftigen bäuerlichen 
Familienbetriebs in Deutschland, in: Berichte über Landwirtschaft, Bd. 27, 1942.  
206 Priebe, Zur Frage der Gestaltung und Größe des zukünftigen bäuerlichen Familienbetriebs in 
Deutschland, S.562f. 
207 „F. Die biologische Bedeutung verschiedener Betriebsgrößen“, in: Priebe, Zur Frage der Gestaltung 
und Größe des zukünftigen bäuerlichen Familienbetriebs in Deutschland, S.563ff. 
208 Ibid., S.565. 
















どの経営規模でも、1938 年の労働力は 90~92 へと減少した。これは、僅かに約一万(10,024)の農業経営のみを




図表V-2： 農業労働力の経営規模別変化  1933~1939 年 









































































                                                     
209 農業部門就業人口の絶対数と比率は、7133.6 千人、43.2%(1882 年）、8556.2 千人、34.7%（1907 年）、
9762.7 千人、30.5%（1925 年）、9342.8 千人、28.9%（1933 年）、8943.3 千人、26.1%（1939 年）。Statistisches 
Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59.Jg., 1941/42, Berlin 1942, S.33. 











資料： Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 58.Jg., 1939/40, Berlin 1940, S.88; Statistisches 
Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59.Jg., 1941/42, Berlin 1942, S.106f., をもとに計算。 
 
図表V-3： 農村労働力の流出 1936～1938 年  1935 年=100 
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＊数字は、男女別数値およびその合計値が記された下記資料の諸表なかの男女合計値のみを示す。 
資料： Meyer, Konrad(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft. Gemeinschaftsarbeit 
des Forschungsdienstes, Berlin 1939, S.322-324. 
 
第二に、「資本」に関しては、（経営調査が実施された）1939 年における機械の導入状況を図表V-4 が示してい





















                                                     
210 Priebe, Hermann, Zur Frage der Gestaltung und Größe des zukünftigen bäuerlichen 
Familienbetriebs in Deutschland, in: Berichte über Landwirtschaft, 27, 1942, S.520, 563. 
211 主要項目の選択については、次にしたがった。Die Maschinenverwendung in land- und 
forstwirtschaftlichen Betrieben, in: Wirtschaft und Statistik, 21, 1941, S.56. 
212 Petzina, Dietmar, Autarkiepolitik im Dritten Reich, Stuttgart 1968, S.95. 
213 Brinkmann, Carl, Der grechte Preis in der Landwirtschaft, in: Der gerechte Preis. 























































図表V-4： 経営規模別にみた機械化              
                       電動モーター以外は全て 1939 年    単位： (機械・装置台数／経営
数)×100 
経営規模  ha 0.5~2 2~5 5~10 10~20 20~50 50~100 100~200 200~ 全体 
電動モーター  1939 年 
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資料： 機械・装置利用台数は、1939 年については、Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59.Jg., 
1941/42, Berlin 1942, S.107, 1933 年については、Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 58.Jg., 
1939/40, Berlin 1940, S.89; 経営数は、Statistik des Deutschen Reichs, Bd.560, Volks-, Berufs- und 
Betriebszälung vom 17. Mai 1939, Berlin 1943, S.30 をもとに計算。 
 







































































＊ 縦軸： 単位は、千 t ただし、馬鈴薯のみ万 t 
  1938年以後については旧帝国と占領・併合地を加えた新帝国の両方の数字があるが、上の図表は前者。後者
に関しては、図表 V-5-3 を参照。 
 





















＊ 縦軸： 単位は、100kg(doppelzentner) ただし、馬鈴薯のみ 1000kg 
  1938年以後については旧帝国と占領・併合地を加えた新帝国の両方の数字があるが、上の図表は前者。後者
の数字は、図V-5-4 が示すように、前者よりもより小さくなる。 
資料： Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 57. Jg., 1938, Berlin 1938, S.622; Statistisches 
Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59. Jg., 1941/42, Berlin 1942, S.663. 
 















































































                                                     
214 1934／34 年説は、Gies, Horst, Die Rolle des Reichsnährstandes im nationalsozialistischen 
Herrschaftssystem, in: Hirschfeld, Gerhard u.a.(Hg.), Der „Führerstaat“: Mythos und Realität, 
Stuttgart 1981. 1936／37 年説は、Frank, Claudia, Der „Reichsnährstand“ und seine Ursprünge, Diss., 
Hamburg 1988. これらに対して、Corni は、国家食糧団の組織を、最初からナチス国家の単なるファサード（飾
り）であり、その最終機能から見て、結局は、国家の単なる執行機関でしかなかったと見ている。Corni, Gustav, 
Hitler and the Peasants, New York et al., 1990. 以上の研究史については、Münkel, 
Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, S.105f.を参照。なお、Corni の見解については、次
をも参照、Corni, Gustavo, Horst Gies, Brot・Butter・Kanonen. Die Ernährungswirtschaft in Deutschland 
unter Diktatur Hitlers, Akademie Verlag: Berlin 1997, S. 338, 362. 
215 東部ヨーロッパ総合開発計画とマイヤーに関する、近年始まった研究については、注90 を参照。 
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216 1907 年は 78%、1925 年は 79%で、大戦前後を通じて比率は一定を維持している。Statistisches Jahrbuch 
für das Deutsche Reich, 50.Jg., 1931, Berlin 1931, S.50.  
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年）にドイツは、当時最大の工業国であったイギリスに、その小麦輸入量の 30％以上を供給したが218、ユンカーの
農場はそのドイツの対英穀物輸出の中心的担い手であった。穀物市場のグローバル化が大きく進展する 1880 年
代前半（1881－85 年）には、イギリスの小麦輸入量は 19 世紀半ばよりも 5 倍近くも増加したが、ドイツからの輸入
は、絶対量では半減、比率では十分の一の僅か 3.4%にまで激減した219。ドイツ自身の小麦輸入量もとくに 1890
年代以降急増していき、1880 年にはまだ 10％未満だった国内生産量に対する輸入量の比率は、国内産穀物が
（1890 年代前半を除いて）保護関税によって守られ続けたにもかかわらず、20 世紀に入るとどの年も 50%以上に
上昇し、年によっては 70%以上、80%以上にも達した220。この時期において最も重要なことは、鉄鋼業や化学工
業の生産における先進国イギリスへの肉薄から、さらにそれを超えて世界首位への躍進が示すように221、ドイツの
工業化が著しい速さで進展しつつあったことである。1870 年から 1913 年の工業生産成長率（年率）は、英国：





続けた（フランスの変化は、1870 年→1913 年、農：49.8→41.0%, 工：28.0→33.1%、商：22.9→25.9%）。ちなみ
に、英国は工業セクターと商業セクターの就業人口比率が同じ値となり、サービス社会へと転換しつつあったこと
が示されている（1870 年→1913 年の変化は、農：22.2→11.8%、工：42.4→44.1%、 商：35.4→44.1%）。しかし、
第一次大戦前のヨーロッパは、全体としては、フランスのように、まだ基本的に農業社会の様相が濃厚だったとい







                                                                                                                                                                                
Elite in Preußen, in: Puhle, Hans-Jürgen, Hans-Ulrich Wehler(Hg.), Preußen im Rückblick, Göttingen 
1980; Baranowski, Shelley, The Sanctity of Rural Life: Nobility, Protestantism, and Nazism in Weimar 
Prussia, Oxford University Press, 1995. 
218 Sering, Max, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft. 
Landwirthschaft, Kolonisation und Verkehrswesen in den Vereinigten Staaten und in 
Britisch=Nordamerika. Auf Grund von Reisen und Studien dargestellt von Max Sering, Leipzig 1887, S. 
740. Tabelle VIII. 
219 イギリスのドイツからの小麦輸入量は、1846－50 年の 19,571,000 英ツェントナー、総小麦輸入量の 31.7%か
ら 1881－85年の10,282,000英ツェントナー、同3.4%へと、絶対量にして約半分、比率にしてほぼ十分の一へと、
激減した。この時期に対英小麦輸出を大幅に伸ばしたのは、米国、ロシア、チリであった。Sering, Die 
landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft, S. 740. 
220 Torp, Cornelius, Die Herausforderung der Globalisierung. Wirtschaft und Politik in Deutschland 
1860–1914, Göttingen 2005, S. 87f., 377. 
221 Broadberry, Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 
2, Cambridge University Press, 2010, p. 75f. 
222 Broadberry, Stephen, Kevin H. O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 
2, Cambridge University Press, 2010, p. 69. 
223 Broadberry, O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2,. P. 61. 
224 当時のアメリカ農業の広範にわたる実態調査に基いてドイツ農業の改革方向を示した文献として、Sering, 
Max, Die landwirthschaftliche Konkurrenz Nordamerikas in Gegenwart und Zukunft. Landwirthschaft, 
Kolonisation und Verkehrswesen in den Vereinigten Staaten und in Britisch=Nordamerika, Leipzig 
1887, S 711ff. この問題をめぐる当時の議論の概観として、Aldenhoff-Hübinger, Rita, Agrarpolitik und 
Protektionismus. Deutschland und Frankreich im Vergleich 1879-1914, Göttingen 2002, S. 39f. 











































































                                                     
225 Broadberry, O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2,. P. 65. 
226 藤瀬浩司は、1882 年から 1907 年における農業経営の内容を経営規模別に分析して、「5~20ha 層」における
家畜の構成比の著しい増大を指摘し、この階層が「顕著に集約的な畜産をいとなむこと」を確認している。藤瀬浩






229 Sering, Max, Deutsche Agrarpolitik auf geschichtlicher und landeskundlicher Grundlage, Leipzig 
1934, S. 84. 
230 この点に関わる手がかりとして、図表 IV-5 を参照。 
231 Gerschenkron, Bread and Democracy in Germany, p. 101, 130ff. 
232 Grundmann, Friedrich, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, Hamburg 1979, S. 111. 






フランク・ユケッター(Frank Uekötter)234の、ケンブリッジ大学出版局から 2006 年に英文で刊行にされた研究も、
「自然保護と農業の関係」を未開拓の研究分野の一つとして挙げているが、その際に具体的テーマとして想定して
いるのは、ナチス農業政策のもとで「農民一般」(farmers)が「自然保護の要求をいっそう受け入れるようになった」
(more receptive to the demand of conservation)という論点であって235、大土地所有との関連は、その視野から
外れており、依然として死角に入ってしまっている。 
それに反して、ここで注目したいのは、第三帝国における家族世襲財産制の解体（1938 年）と、それらエコロジ
ー法との関連である。第三帝国の開始から最初の 3 年間に続々と公布されたエコロジー法（1933～1935 年）と、
その制定完了と踝を接するようにして成立へと向かった家族世襲財産解体法（1935年～1938年）との関連に接近
するならば、そこからは極めて興味深い光景が見えてくるように思われる。 
最近の研究でとくに注目され、頻繁に取り上げられている「国家自然保護法」236は、1935 年 6 月 26 日、すなわ
ち、そうした一連のエコロジー関連法237の最後に成立するが、この「国家自然保護法」と同年同月同日に、家族世









                                                     
233 邦語文献については、注83 に挙げた最近の諸研究（とくに藤原、2005 年；小野、2013 年）のほかに、次を参
照。西村貴裕「ナチスドイツの自然保護(1)――帝国自然保護法(1935 年)をめぐって」『大阪教育大学紀要』第 II
部門、第62 巻第2 号、2014 年2 月；同「ナチス･ドイツの動物保護法と自然保護法」『人間環境論集』５、2006 年。
関連する法令に関しては、次を参照。北山雅昭「ドイツにおける自然保護・景観育成の歴史的発展過程と法――ラ





235 Uekötter, Frank, The Green and the Brown: A History of Conservation in Nazi Germany, 
Cambridge: Cambridge University Press, 2006, p. 214.(『ナチスと自然保護』築地書館、2015 年、223 頁) 
236 「国家自然保護法」（1935 年6 月26 日）Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935, in: RGBl, I, 1935, 
S.821ff. 
237 「動物保護法」（1933 年11 月24 日）Tierschutzgesetz. Vom 24. November 1933、「土壌評価法」（1934 年
10 月16 日）Gesetz über die Schätzung des Kulturbodens(Bodenschätzungsgesetz. Vom 16. Oktober 
1934、「森林荒廃防止法」（1934 年1 月18 日）Gesetz gegen waldverwüstung. Vom 18. Januar 1934、「狩猟
法」（1934年7月3日、1938年4月23日）Reichsjagdgesetz, 3. Juli 1934, 23. April 1938、「国家自然保護法」
（1935 年6 月26 日）Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935、 
238 「家族世襲財産およびその他の拘束資産の失効法」(1938 年7 月6 日) Gesetz über das Erlöschen der 
Familienfideikommisse und sonstiger gebundener Vermögen vom 6. Juli 1938, in: RGBl, I, 1938. 
239 「家族世襲財産解体の統一化法」（1935 年6 月26 日）Gesetz zur Vereinheitlichung der 
Fideikommißauflösung. Vom 26. Juni 1935. in: RGBl, I, 1935, S.785f. 
240 Reichsnaturschutzgesetz. Vom 26. Juni 1935, in: RGBl, I, 1935, S.822. 
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(intensive Land- und Forstwirtschaft)、偏った耕地整理、針葉樹の植林」によって植生が一変し、郷土の景観
が根本的に変質してきたことの反省を踏まえ、「本質的な政治的・世界観的前提」に基づいて、「あらゆる現象形態
における郷土の自然」(der heimatlichen Natur in allen ihren Erscheiningen)の保護・保全をはかり、「最も貧
しい国民同胞にも、ドイツの自然美の享受を保障することを、ドイツ政府の義務とする」ことを同法は謳っている。こ















プロイセン等州レベルでこの原則を実施に移す試みが行われてきた。この制度が 1939 年 1 月 1 日の日付をもっ
て全国レベルで「失効する」(erlöschen)ことを宣言したのが、「家族世襲財産およびその他の拘束資産の失効法」


















                                                     
241 Endres, Max, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik. Zweite, neubearbeitete Auflage, Julius Springer in Berlin, 1922, S. 278; Kato, Fusao, 
Fideikommiss und Wald in Preußen unter besonderer Berücksichtigung der Auflösung des 
Waldfideikommisses, in: The Hiroshima Economic Review, Vol. 37, No. 3, March 2014. 
242 加藤房雄「ドイツ世襲財産制史小論――ウェーバー論再考」『立命館経済学』61-5, 2012 年、109 頁以下。 
243 Endres, Max, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik. Zweite, neubearbeitete Auflage, Julius Springer in Berlin, 1922, S. 277f. 
244 Gesetz über das Erlöschen der Familienfideikommisse und sonstiger gebundener Vermögen vom 6. 
Juli 1938, in: RGBl, I, 1938, S. 826. 








「ワイマール憲法」(1919 年)、第155 条における「家族世襲財産は解体されるべきである」(Die Fideikommisse 
sind aufzulösen.) 246との「原則」（同、第 10 条）247に基づいて、その実施の試みが州法を通じて行われ、例えば、
該当する財産が最も多く分布し（森林に関しては、図表VI-1）、この問題の焦点となるプロイセン州では1920年に
家族世襲財産強制廃止令248が発布された。ここで興味深いのは、同法令が、「公共の利益に照らした森林ならび
に他要素の維持」(Die Erhaltung der Wälder und anderer Bestandteile im öffentlichen Interesse)を謳い、
家族世襲財産制解体後において、「森林・農場複合体」としての「森林農場」(Waldgüter)を維持することの意義を
特別に論じていることである249。加藤房雄は、同法の成立過程で提出された、世襲財産である葡萄畑農場の所有




































                                                     
245 この論点の詳細については、以下に挙げる加藤房雄の一連の研究から示唆を受けている。 
246 Die Verfassung des Deutschen Reichs. Vom 11. August 1919, in: RGBl, I, 1919, S. 1413. 
247 Die Verfassung des Deutschen Reichs. Vom 11. August 1919, in: RGBl, I, 1919, S. 1385. 
248 Verordnung über die Zwangsauflösung der Familiengüter und Hausvermögen vom 19. November 
1920, in: Preußische Gesetzsammlung, Jahrgang 1920, Nr. 47. 
249 加藤房雄「ワイマル期ドイツの世襲財産と森林問題 : 「世襲財産廃止法」の意義」『歴史と経済』55(4), 
2013-07-30; Kato, Fusao, Fideikommiss und Wald in Preusen unter besonderer Berucksichtigung der 
Auflösung des Waldfideikommisses, in: 『廣島大學經濟論叢』 37 巻3 号, 2014-03-14, 24 頁。 
250 加藤房雄「ドイツ世襲財産制史小論――ウェーバー論再考――」『立命館経済学』第61 巻・第5 号、2012 年、
719 頁。 
251 加藤房雄「ワイマル期ドイツの世襲財産と森林問題 : 「世襲財産廃止法」の意義」36 頁以下。引用内の強調点
は原文。 






















法(National Trust Act)は、第三帝国の自然保護法よりも 30 年近く前の 1907 年に成立した。ナショナル・トラスト
(National Trust for Places of Historic Interest or Natural Beauty)は、「国民の利益のために」(for the 
benefit of the nation)、天然記念物、文化財的建造物、庭園、景観など自然環境保護の組織的な実現を図ること
を目的に、独自な法的権能を有する組織として、1894年に設立されたが、その活動は、1907年のナショナル・トラ
スト法(National Trust Act)の発布によって明確な法的基盤を得ることになった254。 









年の 40％、そして 1930 年には 50％へと上昇している。第二に、トラストに自分の土地所有を委譲したものには、






                                                     
252 Kato, Fusao, Fideikommiss und Wald in Preussen unter besonderer Berücksichtigung der Auflösung 
des Waldfideikommisses, in: 『広島大学経済論叢』37-3, 2014-3-14. 
253 Ditt, Karl, Die Anfänge der Naturschutzgesetzgebung in Deutschland und England 1935/49, in: 
Radkau, Joachim, Frank Uekötter(Hg.), Naturschutz und Nationalsozialismus, Campus Verlag/New 
York, 2003. 
254 Ditt, Karl, Die Anfänge der Naturschutzgesetzgebung in Deutschland und England 1935/49, in: 
Radkau, Joachim, Frank Uekötter(Hg.), Naturschutz und Nationalsozialismus, Campus Verlag/New 
York, 2003, S. 127. 
255 四元忠博『ナショナル・トラストの軌跡 1895～1945 年』緑風出版、2003 年、42 頁以下。 
256 引用符のなかの言葉は次による。四元『ナショナル・トラストの軌跡』46，52，56 頁。 
257 Ditt, Die Anfänge der Naturschutzgesetzgebung in Deutschland und England 1935/49, S. 127, Anm. 
53. 
258 Ditt, Die Anfänge der Naturschutzgesetzgebung in Deutschland und England 1935/49, S. 126； 四元
『ナショナル・トラストの軌跡』68 頁以下。 










































（「100ha 以上でない森林は保護林の設立は通常取りやめなければならない」soll regelmäßig von der Bildung 
                                                     
259 フェデン、ロビン、四元忠博訳『ナショナル・トラスト――その歴史と現状』時潮社、1984 年、139 頁以下。Ditt, 
a. a. O., S. 127. 
260 注233 を参照。 
261 Gesetz über das Erlöschen der Familienfideikommisse und sonstiger gebundener Vermögen vom 6. 
Juli 1938, in: RGBl, I, 1938, S.825ff. 
 68  
eines Schutzforstes Abstand genommnen werden）。さらに、注目すべきは、その第6 項で、「保護林の設定は、









規定された原則の実施に向けて具体的方向を示した点でも最も注目すべきプロイセンでは、1920 年 11 月 19 日
の条例によって、家族世襲財産強制解体令(Zwangsauflösung der Familiengüter und Hausvermögen)が発






























の利益にかなう限りで(sofern ihre geschlossene Erhaltung im öffentlichen Interessen liegt)、財団法人
．．．．
(eine 




                                                     
262 森林農場については、加藤房雄「ワイマル期ドイツの世襲財産と森林問題 : 「世襲財産廃止法」の意義」『歴
史と経済』55(4), 2013-07-30；Endres, Max, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung 
der Gesetzgebung und Statistik. Zweite, neubearbeitete Auflage, Julius Springer in Berlin, 1922, S. 
281f.. 
263 Endres, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik, S. 281. 
264 Endres, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik, S. 281. 
265 この点の意義については、加藤房雄「ワイマル期ドイツの世襲財産と森林問題 : 「世襲財産廃止法」の意義」
36 頁以下。 
266 Endres, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik, S. 282. 
267 団体(Verein)の財産が、団体の解体後に、或いはその権能の喪失後に、その財産が帰属することとなった自
然的・法律的人格のことを、Anfallberechtigte という。 
268 Endres, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung und 
Statistik, Nachträge, S. XV. 
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に関する法令」（1920 年 6 月 23 日）において事実上登場し、その後、1920 年 11 月に始まる家族世襲財産解体
（家族世襲財産強制解体令。1920 年 11 月 19 日）の流れの中でその名称を獲得した「保護林」は、第三帝国にお
いて成立した失効法のなかで、新たに、「森林保護の唯一の許容しうる形態」(die allein zulässige Form des 
Waltschutzes)と規定された。しかも、その際に、その定義は従来のものから一変し、それがカバーする資産対象
の範囲は、森林と農用地をも超えて、端的に言えば、屋敷のみならず貨幣や有価証券など（動産）にまで大幅に
                                                     
269 Gesetz über die Aufhebung der Standesvorrechte des Adels und die freiwillige Auflösung der 
Hausvermögen vom 23. Juni 1920. 
270 Verordnung über den Waldschutz bei der Fideikommissauflösung(Schutzforstverordnung). Vom 21. 
Dezember 1939. RGBl, Teil 1, 1939. S. 2459ff. 





属性は抵触するものではない(Wechselt bei den zum Schutzforst gehörenden Grundstücken oder einem 




「「保護林」に付加されている資産目録のなかの家屋・農場・その他の経済的資産項目」(das dem Schutzforst 















§6、第1 項）、と。この§6 の規定を受けて、§7 では、「世襲財産裁判所は、職務上、財団法人(Stiftungen)を設
立しうる」（失効法、§7、第1 項）とし、さらに、「§6 で示された目的以外のために、世襲裁判所は財団法人を設立
してはならないし、財団法人への組織替えも行ってはならない」（失効法、§7、第3 項）としている。また、失効法、
「§18 財団法人」では、その第 1 項で、「本法の発効より以前に世襲財産の解体を契機に設立されていた財団法
人の財産に農業用・林業用の土地が属している場合には、その財団は、その土地を 1941 年 1 月 1 日までに、譲

















する条例。1926 年2 月13 日」272に示されている。同法令は、「国家税法」(1919 年12月13 日)273、§108におけ
                                                     
271 異なった解釈は、Fischer, Hartmut, Die Auflösung der Fideikommise und anderer gebundener 
Vermögen in Bayern nach 1918, München 2013, S. 323. 
272 Verordnung über die Steuerbegünstigung von Stiftungen, die an die Stelle von 
Familienfideikommissen getereten sind. Vom 13. Februar 1926, in: RGBl, Teil 1, 1926, S. 101; Fischer, 
Die Auflösung der Fideikommise und anderer gebundener Vermoegen in Bayern nach 1918, S. 241. 
273 Reichsabgabenordnung. Vom 13. Dezember 1919, in: RGBl, Teil 1, 1919, S. 2018. 














財団法人は、1941 年 1 月 1 日をもって失効する」旨、明記されていたが、「この期限は度々、延期され、まず、



































Volkes Sehnsucht, Freude und Erholung)であると価値評価し、それを一言で「郷土の景観」(die heimatliche 
Landschaft)と表現している。こうした意味での「郷土の景観」を法令を通じて保護すべき理由について、前書きは、
                                                     
274 Fischer, Die Auflösung der Fideikommise und anderer gebundener Vermögen in Bayern nach 1918, 
S. 326. 
275 Fischer, Die Auflösung der Fideikommise und anderer gebundener Vermögen in Bayern nach 1918, 
S. 326. 

































§1~4）。なお、(1)に関わって、動物保護一般を扱ったのが「動物保護法。 1933 年 11 月 24 日」276であり、(3)に
関わって、特別に、「全ての非国有林」(alle nichtstaatlichen Waldungen)の保護を扱ったのが、「森林荒廃防止














































                                                     
276 Tierschutzgesetz. Vom 24. Novenmber 1933, in: RGBl, Teil 1, 1933, S. 987f. 
277 Gesetz gegen Waldverwüstung. Vom 18. Januar 1934, in: RGBl,Teil 1, 1934, S. 37. 
278 Reichsjagdgesetz. Vom 3. Juli 1934, in: RGBl, Teil 1, 1934, S. 145ff. 







『ドイツ農業の構造と秩序』は、3 葉の大判の地図（ドイツの土壌、栽培作物、地形）が付いた 752 頁の大冊で、
総勢 50 名の寄稿等の協力により纏められた279。その前書きによれば、同書は、1939 年 6 月、国家食糧団展
(Reichsnaerstandsschau)の時期にドレスデンで開催された第 18 回国際農業会議280の際に、ホスト国であるドイ
ツが、外国の参加者に、「ドイツ農業の本質と構造についての概観」を伝えようとして作成されたものであり、
























                                                     
279 Meyer, Konrad(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, Berlin 1939, S. 9ff. 
280 この農業に関する国際会議は、ナショナリズムの時代である戦間期における国際的な経済協調とその制度へ
のファシズムの「浸透」(Unterwanderung)という「国際主義の暗黒面」(Schattenseite des Internationalismus)
を示すものと捉えられている。Graevenitz, Fritz Georg von, Argument Europa: Internationalismus in der 
globalen Agrarkrise der Zwischenkriegszeit (1927-1937), Campus Verlag: Frankfurt/M, 2017, S. 107ff., 
151ff. 
281 Meyer(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, S. 5. 
282 Sering, Max(Hg.), Die deutsche Landwirtschaft unter volks- und weltwirtschaftlichen 
Gesichtspunkten, Berlin 1932 
283 Sering(Hg.), Die deutsche Landwirtschaft unter volks- und weltwirtschaftlichen Gesichtspunkten, S. 
III. 
284 Meyer(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, S. 430f. 







































































































































                                                     
285 Meyer(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, S. 436. 
286 Meyer(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, S. 437. 
287 Meyer(Hg.), Gefüge und Ordnung der deutschen Landwirtschaft, S. 438f. 




図表VI-1:  家族世襲財産林(Fideikommissforsten)の州別分布   1913 年 
州 面積 ha 比率  % 
プロイセン 1,206,273 71.65 
バイエルン 181,211 10.76 
ザクセン 37,216 2.21 
ヴュルテンベルク 81,540 4.84 
バーデン 56,353 3.35 
ヘッセン 53,417 3.17 
メクレンブルク-シュヴェーリン 32,163 1.91 
ザクセン-ヴァイマール 5,054 0.30 
メクレンブルク-シュトレリッツ 12,548 0.75 
ブラウンシュヴァイク 3,174 0.19 
ザクセン-マイニンゲン 131 0.01 
ザクセン-アルテンブルク 978 0.06 
ザクセン-コーブルク-ゴータ 2,837 0.17 
アンハルト 2,468 0.15 
シュヴァルブルク-ゾンダーハウゼン 2,068 0.12 
シュヴァルツブルク-ルドルシュタット 709 0.04 
ヴァルデック 485 0.03 
ロイス エルテラー リニエ 17 0.00 
ロイス ユンゲラー リニエ 3,748 0.22 
シャウムブルク-リッペ 23 0.00 
リッペ 1,070 0.06 
ドイツ全体 1,683,483 100.00 
資料： Endres, Max, Handbuch der Forstpolitik mit besonderer Berücksichtigung der Gesetzgebung 
und Statistik. Zweite, neubearbeitete Auflage, Julius Springer in Berlin, 1922, S. 280. 
 
図表VI-2:  ドイツにおける森林用地の農林業経営規模別分布         1939 年 
100ha 





60 198 460 983 2,853 12,224 16,778 
比率    ％ 0.36 1.18 2.74 5.86 17.00 72.86 100.00 
＊ドイツは、この時点でドイツの保護領となったベーメンとメーレンを除く旧領土。  
資料： Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich, 59. Jg., 1941/42, Berlin 1942. S. 102. 
 
 






























(counterfactual saving per household)、「反事実的世界における世帯の貯蓄
．．．．．．．．．．．．．．．
」(saving per household in a 
counterfactual world)を推計した290。 
こうした「反事実世界」の問題設定に関わって、とりわけ、興味深いのは、リッチュルの研究であろう。彼は、ベク
トル自己回帰モデル（Vector autoregression）という、独立変数（ここでは経済政策である財政・金融政策 fiscal 
and monetary policy）が従属変数（ここでは経済成果である産出output）に与える効果を予測する分析手法を用
いて、1933 年 4 月から 1936 年 4 月までのナチス政府の財政・金融政策が産出にどのような影響を与えたか（或
は与えなかったか）を分析し、その結果、大不況期に落ち込んだ「産出の完全な回復」は、――「すでに 1932 年
末までに、つまり、ナチスの権力奪取よりも以前に、そして、その財政・金融政策に着手するよりもはるか以前に















                                                     
288 Eichengreen, Barry/Boltho, Andrea, The economic impact of European integration, in: Broadberry, 
O’Rourke, The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 2. 
289 Broadberry, Stephen/Fremdling, Rainer/Solar, Peter, Industry, in: Broadberry, O’Rourke, The 
Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 1, Cambridge University Press, 2010, p. 168. 
290 Lehmann-Hasemeyer, Sibylle/Streb, Jochen, Does Social Security Crowd Out Private Savings? The 
Case of Bismarck’s System of Social Insurance. Working Papers of the Priority Programme 1859. 
Experience and Expectation. Historical Foundations of Economic Behaviour Edited by Alexander 
Nützenadel und Jochen Streb, No 1 (2016, September), p.25. 
291 Ritschl, Albrecht, Deficit Spending in the Nazi Recovery, 1933-1938: A Critical Reassessment, in: 
Journal of Japanese and International Economies, Vol.16, 2002, p. 571ff. 












に、89 から 76 へと下落した294。こうした中で債務不履行や倒産に陥るなど大きな痛手を被った農業経営、とくに大
農林業経営は、戦間期における政府の農業救済事業の対象としてとりわけ 1920 年代後半には政府のいわゆる
「東部救済事業」(Osthilfe)を通じて国家から巨額の融資を受け続けた。 
例え ば 、東プ ロイ セン 救済事業に よっ て「 負債の借り換えを 認可され た 担保物件」 (bewilligte 
Umschuldungshypotheken)について見れば、1928 年～1929 年 5 月 31 日の期間の融資総額 8,117 万
3,400RM のうち、経営規模 400 モルゲン（約 102ha）以上の大農場へは 73％が投じられたが、それは貸付承認
を受けた全経営数の 32％に過ぎなかった。さらに、農場規模 800 モルゲン(約 204ha)以上の巨大経営は与信対
象となった全経営の 16％を占めるに過ぎなかったが、そこには融資総額の 53％が投入されていた。その後、
1929 年 6 月 1 日から 1930 年 12 月 31 日までについては、対象となった経営の 18％を占めるに過ぎない 400















                                                     
292 Ritschl, Deficit Spending in the Nazi Recovery, 1933-1938, S. 577. 
293 Maier, Charles S., The economics of Fascism and Nazism, in: Maier, In Search of Stability. 
Explorations in Historical Political Economy, Cambridge University Press, 1987. 雨宮昭彦『競争秩序の
ポリティクス』、10 頁以下。 
294 Sering, Max(Hg.), Die deutsche Landwirtschaft unter volks- und weltwirtschaftlichen 
Gesichtspunkten, Berlin 1932, S. 41f.  
295 Buchta, Bruno, Die Junker und die Weimarer Republik. Charakter und Bedeutung der Osthilfe in 
den Jahren 1928-1933, Berlin 1959, S. 64f. 
296 Kato, Fusao, Probleme der preussischen Fideikommisse, in: 『広島大学経済論叢』39-1, 2015-7-31, S. 
41ff.；加藤房雄「1920 年代以降期のドイツにおける「アメリカ債」の償却――ロンドン債務協定(1953 年)の前史に
関する一考察」『社会経済史学』82-4, 2017 年2 月。 
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図表VI-2: 東部救済事業において貸付承認を受けた経営数と与信額  1928 年～1929 年5 月31 日 
経営規模 経営数 比率% 与信額RM 比率% 
～20 モルゲン 19 0.56  56,400 0.07 
20～40 モルゲン 188 5.54 495,150 0.61 
40～80 モルゲン 486 14.32 1,987,500 2.45 
80～200 モルゲン 855 25.18 7,558,800 9.31 
200～400 モルゲン 768 22.62 12,129,450 14.94 
400～800 モルゲン 520 15.32 15,965,600 19.67 
800～2000 モルゲン 445 13.11 28,498,400 35.11 
2000 モルゲン～ 114 3.36 14,482,100 17.84 
計 3,395 100.00 81,173,400 100.00 
 
図表VI-3: 東部救済事業において貸付承認を受けた経営数と与信額1929 年6 月1 日～1930 年12 月31 日 
経営規模    経営数 比率% 与信額RM 比率% 
～20 モルゲン     8 0.57  20,900   0.11 
















  11.99 4,300,550 23.63 
800～2000 モルゲン   77   5.53 3,649,500 20.05 
2000 モルゲン～   10 0.72 962,000 5.29 
計  1,393 100.00 1,8200,350  100.00 
注： １モルゲン（プロイセン）＝約25.5a 
資料： Buchta, Bruno, Die Junker und die Weimarer Republik. Charakter und Bedeutung der 
Osthilfe in den Jahren 1928-1933, Berlin 1959, S. 64f. 
 
ブリューニング政府が東部救済事業に関して発布した「東部困窮地域に関する救済措置法」、通称「東部救済




務からの脱却のための負債軽減措置としては、債務脱却のための貸付金が、1931 年から 1936 年までの予算年
度について、各地域の経営規模クラスに応じて配分されるとし、そのために、少なくとも合計5億ライヒスマルクが、
                                                     
297 Gesetzes über Hilfsmaßnahmen für die notleidenden Gebiete des Ostens(Osthilfegesetz) vom 31. 
März 1931, in: RGBl. I, 1931, S.117ff. 
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各年度の予算額を次のように示しつつ、準備されるとした。1931 年度 5000 万 RM、32 年度 9000 万 RM、33 年





















大臣のポストに就いた DNVP のフーゲンベルク(Alfred Hugenberg、1865-1951、大臣任期：1933 年 1 月～
1933 年 6 月)は、ドイツ農業の世界市場からの保護を企図して、穀物の最低価格保証や負債を抱えた全農場の
「債務からの脱却」(Entschuldung)を促進した303。後者に関して制定された「農業負債関係規正法」（1933 年6 月





                                                     
298 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S. 81. 
299 Muth, Heinrich, Agrarpolitik und Parteipolitik im Früjahr 1932, in: Hermens, Ferdinand, Theodor 
Schieder(Hg.), Staat, Wirtschaft und Politik in der Weimarer Republik. Festschrift für Heinrich 
Brüning, Duncker & Humblot: Berlin, 1967. 
300 Buchta, Die Junker und die Weimarer Republik, S. 130ff.; Schulz, Gerhard, Von Brüning zu Hitler. 
Der Wandel des politischen Systems in Deutschland 1930–1933 , Berlin, New York 1992, S. 804ff.  
301 Köhler, Henning, Arbeitsbeschaffung, Siedlung und Reparationen in der Schlußphase der Regierung 
Brüning, in: Vierteljahrshefte für Zeitgeschichte. 17 (1969), S. 287. 
302 Röpke, Wilhelm, Krise und Konjunktur, Leipzig 1932, S. 125f.; Ders., German Commercial Policy, 
London, New York, Toronto: Longmanns, Green and Co., 1934, p. 41. 雨宮昭彦「ヴィルヘルム・レプケまた
は 
「世界恐慌」期における経済学と経済学者」（Research Paper Series, No.139, 2014 年3 月）、を参照。 
303 Gesetz zur Regelung der landwirtschaftlichen Schuldverhältnisse. Vom 1. Juni 1933, in: RGBl, Teil 1, 
1933, S. 331, 343f.; Grundmann, Friedrich, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, Hamburg 1979, S. 81ff. 
304 Münkel, Daniela, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, Campus Verlag: 
Frankfurt/New York 1996, S. 282. 
305 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S. 81; Buchta, Bruno, Die Junker und die Weimarer 
Republik. Charakter und Bedeutung der Osthilfe in den Jahren 1928-1933, Berlin 1959, S. 64f. 
306 1933年にナチ党管轄区域（大管区Gau）として、ニーダーバイエルン（Niederbayern）, オーバープファルツ
（Oberpfalz）、オーバーフランケン（Oberfranken）を統合して設けられた。Schaller, Helmut W., Bayerische 





1933 年 3 月 31 日までに東部救済法による事業枠で債務脱却のための貸付として承認されたのは、1 万 6358





図表VI-4: 東部救済法の事業枠による債務脱却のための貸付件数と貸付額      1933 年3 月31 日まで 
経営規模 貸付件数 比率％ 貸付額RM 比率％ 平均貸付額RM 
～20ha 10,431 64 42,887,260 21.84 4,111.52 
20～100ha 4,834 30 53,666,260 27.34  1,1101.83 
100～500ha 779 5 41,527,260 21.15 53,308.42 
500ha～ 314 2 58,245,950 29.67 185,496.66 
計 16,358 100 196,326,730 100.00 12,001.88 
資料： Jänig, Wermer, Osthilfe. Landwirtschaftliche Entschudung und ihre Auswirkungen, Diss. Kiel 
1938, S. 27f. Zit. aus: Münkel, Daniela, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, Campus 
Verlag: Frankfurt/New York 1996, S. 281f. Anm. 322. 
 





なる。この比率を図表 VI-5 の「東部救済」に適用すれば、そこでは、大経営には、123.6 百万 RM（総額の約
17％）が、それ以外の経営には82.4百万RM（同約11％）が配分されていたことになる。かりにこの比率を用いれ












                                                                                                                                                                                
Ostmark, 1933-1945. 
https://www.historisches-lexikon-bayerns.de/Lexikon/Bayerische_Ostmark,_1933-1945 
307 Grundmann, Agrarpolitik im >Dritten Reich<, S. 81. 
308 Münkel, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, S. 294f. 
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図表VI-5: 債務脱却資金の分布 1933 年6 月1 日～1939 年12 月31 日  
 経営数 資金（100 万 RM） 資金（比率%） 
大経営 32,705 157.92 21.44 
小経営 66,997 157.468 21.38 
世襲農場 23,874 211.935 28.78 
東部救済  206 27.97 
現金前払  3.135 0.43 
計  736.458 100.00 
注： 「大経営」、「小経営」、「世襲農場」は、「東部救済」規定による事業を除いたもの。 
「現金前払」=Barvorschüsse 
資料： Münkel, Nationalsozialistische Agrarpolitik und Bauernalltag, S. 295. 
 
図表VI-6： 東部救済事業における大経営の比率と貸付金の配分率   1928 年～1933 年3 月31 日 
図表（期間） 大経営(100ha 以上)の比率 大経営への資金配分率 
図表VI-2（1928 年～1929 年5 月3 日） 32％ 73％ 
図表VI-3（1929 年6 月1 日～1930 年12 月31 日） 18％ 49％ 







その額は、ドイツ・レンテンバンク‐信用銀行によるものが、1925 年 10 月から 1928 年 5 月までの期間に、合計
1 億3,100 万ドル、ドイツ・ランデスバンク本店によるものが、1928 年6 月に 2,500 万ドルとなる。また、ランデスバ











                                                     
309 加藤房雄「ワイマル期ドイツにおける大土地所有の苦闘――「ドーナ家」の事例と「アメリカ債」の意義」『歴史と
経済』第216 号、2012 年、36 頁。 
310加藤房雄「1920年代以降期のドイツにおける『アメリカ債』の償却――ロンドン債務協定(1953年)の前史に関す
る一考察」『社会経済史学』82－4、2017 年2 月。 
311 加藤房雄「1920 年代以降期のドイツにおける『アメリカ債』の償却」71 頁以下。 
312 加藤房雄「ワイマル期ドイツにおける大土地所有の苦闘――『ドーナ家』の事例と『アメリカ債』の意義」； 加藤
房雄「ワイマル期ドイツの『アメリカ債』と「ロンドン債務協定――金融史と農業史：交錯の一齣」『広島大学経済論
叢』40－1・2、2016 年11 月；加藤房雄「1920 年代以降期のドイツにおける『アメリカ債』の償却――ロンドン債務
協定(1953 年)の前史に関する一考察」。 
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313 英語名は the London Debt Agreement、ドイツ語では、Londoner Schuldenabkommen。正式名称は、
The London Agreement on German External Debts。 
314 Darré, Walther R., Neuadel aus Blut und Boden, München 1930. 
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になる。その作成に当たったのは、ナチス親衛隊(SS)全国指導者ヒムラー(Heinrich Himmler 1900-1945)の管
轄下にある「ドイツ国民安定強化国家委員」(Reichskommissar für die Festigung deutschen Volkstums315)と
ナチス親衛隊国家中央公安局公安課計画委員会(die Planungsgruppe Gr. III B beim Sicherheitsdienst des 
Reichssicherheitshauptamtes der SS) およびベルリン大学農業制度・農業政策研究所(Institut für 









Raumforschung und Raumordnung, Neues Bauerntum)編集委員、プロイセン学術会議(Preußischische 
Akademie der Wissenschaften)メンバー、ドイツ学術振興会(Deutsche Forschungsgemeinschaft)副総裁・同
農業部会代表など学術と行政にまたがって絶大な権力を掌中に収めた。政治的には、1933 年、ナチス親衛隊














                                                     
315 文献によって、Reichskommissariat（または Reichskommissar） zur Festigung deutschen Volkstums と
の表記もある。 
316 Heinemann, Isabel, Willi Oberkrome, Sabine Schleiermacher, Patrick Wagner, Wissenschaft, 
Planung, Vertreibung. Der Generalplan Ost der Nationalsozialisten. Eine Ausstellung der Deutschen 






は見ている。Stoehr, I., Von Max Sering zu Konrad Meyer—ein >machtergreichender< 
Generationswechsel in der Agrar- und Siedlungswissenschaft, S.80f. ゼーリングからマイヤーへの思想的
連続性をやや強調しすぎる立場として、Nelson, Robert L., From Manitoba to the Memel: Max Sering, inner 
colonization and the German East, in: Social History, Vol. 35, No. 4, November 2010. 
318 Stoehr, I., Von Max Sering zu Konrad Meyer—ein >machtergreichender< Generationswechsel in der 
Agrar- und Siedlungswissenschaft, S.75f. 






















































                                                     
319 Meyer, Konrad, Der Osten als Aufgabe und Verpflichtung des Gernanentums, in: Neues 
Bauerntums: Fachzeitschrift für das gesamte ländliche Siedlungswesen, Heft 6, Bd.34, 1942, S.206f. 
320 Meyer, K., Der Osten als Aufgabe und Verpflichtung des Gernanentums, S.206. 
321 Meyer, K., Agrarpolitik-Betriebslehre. Aktuelle Probleme(=Forschungsdienst. Sonderheft 18), 
Neudamm 1943, S.14. 
322 Meyer, K., Der Osten als Aufgabe und Verpflichtung des Germanentums, S.206. 
323 Meyer, K., Bodenordnung als volkspolitischer Aufgabe und Zielsetzung nationalsozialistischen 
Ordnungswillens, Berlin 1940, S.6. 
























                                                     
324 Meyer, K., Bodenordnung als volkspolitischer Aufgabe und Zielsetzung nationalsozialistischen 
Ordnungswillens, S.14f. 
325 Meyer, K., Der Osten als Aufgabe und Verpflichtung des Gernanentums, S.207. 
326 Drescher, Leo, Agrarökonomik und Agrarsoziologie über die Aufgaben und Grenzen der 
Agrarwissenschaften. Ein Vergleich zwischen der Entwicklung in Deutschland und der in den 
Vereinigten Staaten von Amerika, Jena 1937, S.31. 
327 Blackbourn, David, >Die Natur als historisch zu etablieren<: Natur, Heimat und Landschaft in der 
modernen deutschen Geschichte, in: Radkau, Joachim, Frank Uekötter (Hg.), Naturschutz und 




Broadberry, Stephen., Kevin H. O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 
1, p. 118; Findlay, R., The Triangular Trade and the Atlantic Economy of the Eighteenth Century: A 
Simple General Equilibrium Model. Essays in International Finance 177, Princeton University Press, 
1990; Pomeranz, Kenneth, The Great Divergence. China, Europe, and the Making of the Modern World 







いく）顕著な上昇、その他の諸都市の低い水準の継続、以上の点である。Broadberry, Stephen., Kevin H. 
O’Rourke, ed., The Cambridge Economic History of Modern Europe, Vol. 1, p. 265ff. 
329 Meyer, K., Der Osten als Aufgabe und Verpflichtung des Gernanentums, S.207. 
 86  
３.  新帝国の「空間」設計 
 
 東部ヨーロッパ総合開発計画に関する、マイヤーの最初の草案は、ソ連攻撃を目前に控えた 1941 年 7 月中旬
にヒムラーに提出された。その後改訂を経て、最終案「東部ヨーロッパ総合開発計画。東部ヨーロッパ再建の法的・
経済的・空間的基礎」(Generalplan Ost. Rechtliche, wirtschaftliche und räumliche Grundlagen des 
Ostaufbaus)が、1942年6月初旬に作成され、同年7月に、ヒトラーとの協議を経てヒムラーにより署名された330。 
マイヤーの計画では、ユダヤ人 100％、ポーランド人 80~85％、エステン人（エストニアの住民 Esten）の 50％、
ガリツィアと西ウクライナ人(Galizier Westukrainer)の 65％、白ロシア人(Weißruthenen)の 75％等が「強制移
住」(ausgesiedelt)、すなわち追放されるべきであるとされた331。レニングラード周辺のロシア地域については、現
地人の十分な数の削減が要請された332。追放されるべき者の総数は「30 年後には 3100 万人」と推計された333。 
こうした現地住民の「移動」(Evakuierung)と当該地の「ドイツ化」(Eindeutschung)を企図する東部ヨーロッパ総
合開発計画の遂行は、当然に、その前提として、入植予定地における現地人の「大量死滅」を予定していた。1942








実験は、武装したポーランド住民との激しい衝突で 1943 年夏に中断を余儀なくされた。 
現地住民のこのような処理（「移動」）による「生存圏」確保と一体化して進展する東部ヨーロッパ総合開発計画は、
当初ポーランドに関して策定された際の、一平方キロメートル当り 100 人という人口密度を実現する植民計画から
出発し、後にソ連領域を計画に組み込むと、目標値は、同 80 人へと改訂された（1939 年当時の「旧帝国」人口密









                                                     
330 東部ヨーロッパ総合開発計画最終案は次に収録されている。Dokument Nr. 23, 1942, Juni, Berlin. 
Denkschrift „Generalplan Ost. Rechtliche, wirtschaftliche und räumliche Grundlagen des Ostaufbaus“, 
in: Madajczyk, Czeslaw(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, München 
1994, S.91-130. 同プランに関しては、Heinemann, Isabel, Konrad Meyer und der "Generalplan Ost". Die 
Berliner Universität und die NS-Zeit. Verantwortung, Erinnerung, Gedenken. Vortragsreihe an der 
Humboldt-Universität: Die Berliner Universität unterm Hakenkreuz. Vortrag zum 21.5.2003, S.6; 
Tooze, A., Ökonomie der Zerstörung, S.539.（邦訳、下、527 頁以下） 
http://ns-zeit.geschichte.hu-berlin.de/Portals/_NS_Zeit/Documents/vortrag_heinemann.pdf 
331 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, S.265. 
332 Tooze, A., Ökonomie der Zerstörung, S.539. （邦訳、下、528 頁） 
333 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, S.265. 
334 Tooze, A., Ökonomie der Zerstörung, S.540. （邦訳、下、529 頁） 
335 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, Dok. 1, S.3-14.; 
Tooze, A., Ökonomie der Zerstörung, S.543. （邦訳、下、532 頁） 
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図表VII-1: 東部ヨーロッパ総合開発計画による就業人口分布   ％ 
部門 総合開発計画の目標値 
（ハノーファーとバイエルン） 
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* ! は、Dokument Nr.1 のなかの表示のまま。 












には最低20ha、通常のケースでは 25~30ha が想定された338。農地の性状から（扶養可能面積として）30ha 以上
が必要とされる場合には、大規模農場に統合し、親衛隊ヴェテランが、スラブの農業労働者を用いて経営にあたる
とされた。ポーランドでは農地の三分の二は、農民家族により経営される予定で 15 万の農場への分割が計画され











はおらず、その第1 施行条例で初めて 7.5ha という数字が示されたが、この目標値はこの時点で大幅に上方修正
されたのである。ラインラントのような分割相続地域については、全ての農民的経営の 30%以上（可能であれば
50%）の整理・統合ないし流動化が期待された。 
                                                     
336 Streb, J., W. Pyta, Von der Bodenpruduktivität zur Arbeitsproduktiviät, S.74. 
337 Pyta, W., „Menschenökonomie“ Das Ineinandergreifen von ländlicher Sozialraumgestaltung und 
rassenbiologischer Bevölkerungspolitik im NS-Staat, in: Historische Zeitschrift, Bd. 273, 2001, S.37f. 
338 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, Dok. 1, S.9. 
339 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, Dok. 1, S.12. 
340 Pyta, W., „Menschenökonomie“ Das Ineinandergreifen von ländlicher Sozialraumgestaltung und 
rassenbiologischer Bevölkerungspolitik im NS-Staat, S.42ff. 
341 Tooze, A., Ökonomie der Zerstörung, S.544. （邦訳、下、532 頁） 
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東部ヨーロッパ総合開発計画の最終案では、旧帝国からの植民者の合計は、25 年間で 399 万人と推計され、
その内訳は次のとおりであった342。 
 
図表VII-2: 旧帝国からの東部ヨーロッパへの植民計画(25 年間)      植民人口の内訳 
農村人口 
    終戦後に、婚姻可能で入植意志のある男女 
    旧帝国における農村地域の農場統合で析出された過剰人口  220,000 世帯
×3,5 人 
移住者の後継者  毎年2 万人                    20,000 人×25 年
間 
    




    当面、毎年20‰（=2%） 納税額により査定 
 
2,000,000 人 
合  計 3,990,000 人 





343。ドイツ帝国に併合した（ヴァルテガウ Wartegau やオーバーシュレージエン Oberschlesien のような）土地に














und Raumforschung)教授に就任し、1968年の定年まで在職した。地域秩序研究所(Institut für Raumornung, 




                                                     
342 Madajczyk, C.(Hg.), Vom Generalplan Ost zum Generalsiedlungsplan. Dukumente, Dok. 23, S.127. 
343 Heinemann, I., Oberkrome, W., Schleiermacher, S., Wagner, P., Wissenschaft, Planung, Vertreibung. 
Der Generalplan Ost der Nationalsozialisten. Eine Ausstellung der Deutschen 
Forschungsgemeinschaften, S.28. 
344 Ibid., S.34. 
345 Olsen, Karl H., Konrad Meyer 70 Jahre, in: Raumforschung und Raumornung, 29. Jg., Heft 2, 1971. 
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Raumforschung und Raumordnung)や『地域計画に関する資料集』(Datensammlung zur Raumplanung)
のような当該分野における画期的な書物の編纂に携わり、ハノーファー工科大学の地域計画・地域研究の講座主













わりに、重要な農産物市場に対しては価格規制が行われた348。すなわち、穀物・飼料取引法（1950 年11 月4 日）、





















                                                     
346 Zündorf, Irmgard, Der Preis der Marktwirtschaft. Staatliche Preispolitik und Lebensstandard in 
Westdeutschland 1948 bis 1963, München 2006, S.9. 
347 Henning, Friedrich-Wilhelm, Soziale Marktwirtschaft und Landwirtschaft, in: Pezina, Dietmar, 
Ordnungspolitische Weichenstellungen nach dem Zweiten Weltkrieg. (Schriften des Vereins für 
Socialpolitik, N.F. Bd. 203), Duncker & Humblot: Berlin, 1991, S. 101. 
348 Seidl, Deutsche Agrargeschichte, S.279ff.   
349 Rüstow, Die weltgeschichtliche Bedeutung des Bauerntums in Vergangenheit, Gegenwart und 
Zukunft; Seidl, Deutsche Agrargeschichte, S.279ff. 











すると同時に、食糧（穀物）自給率は上昇した（図表 VIII-1, VIII-2 参照）。戦後の高度経済成長が終了する 1970
年には、各々、8.6％（1939 年 26％、1950 年 25％）、70％で、以後、1980 年の 5.3％、81％を経て、1990 年に














図表VIII-1 ドイツの農・林業人口比率の推移  (％) 


















資 料 ：  Sachverständigenrat zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwicklung, 
Jahresgutachten 2007/2008, Wiesbaden 2007 Tabelle 17*, S.543; Statistisches Jahrbuch für das 
Deutsche Reich, 59.Jg., 1941/42, Berlin 1942, S.33; Rytlewski, R., u.a, Die Bundesrepublik in Zahlen 









                                                     
350 Roepke, International Economic Disintegration, p. 152-159. 
351 リピンスキー、E.E. 『土地流動性――土地流動性を増大させ零細農業経営の拡大を奨励するために E.E.C.加
盟諸国家によってとられた措置』（E.E.C.農業総指導部、農業構造指導部、農業生産条件分析課）、石堂清倫訳、
全国農業構造改善協会、1965 年、1、16-37 頁；Alexander, D.J., Some Features of West German Policy for 
Improving the Agricultural Structure, in: Journal of Farm Economics, Vol.46, No.4, 1964. 
352 ドイツの地域開発を長期的視点から見た研究として、山井敏章『「計画」の 20 世紀』岩波書店、2017 年。 
353 表3 および注19 を参照。 
354 Ambrosius, Gerold, Das Wirtschaftssystem, in: Benz, W.(Hg.), Die Geschichte der Bundesrepublik 
Deutschland, Bd. 2: Wirtschaft, Frankfurt: Fischer 1989, S. 45ff. 
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図表VIII-2 各国の穀物自給率の推移（1961~2007 年）   （％）  
   年 1961 196
5 












































































地域研究・地域計画学会(Akademie für Raumforschung und Landesplanung)の機関誌『地域研究と地域
秩序』(Raumforschung und Raumornung)において、コンラート・マイヤーの古稀が祝われてから 30 年近くが
経過した 2009 年 5 月に、オルド自由主義の拠点であるフライブルクのヴァルター・オイケン研究所
(Walter–Eucken-Institut)で行われた講演の中で、地域研究・地域計画学会の副会長ハインリヒ・メーディング





1998 年から 2005 年までドイツの「環境・自然保護・原子力安全大臣」(Bundesminister für Umwelt, 








年に生まれたドイツ電力業規制法で、1997 年に、エネルギーの域内市場に関する EU の方針を受けて改正され
るまで戦後長期にわたって実効力を維持してきた357。 
環境・自然保護・原子力安全大臣トリッティンが突きつけられたのは次のような問いであった。「基本法（西ドイツ
                                                     
355 Mäding, Heinrich, Raumplanung in der Sozialen Marktwirtschaft. Freiburger Diskussionspapiere 
zur Ordnungsökonomik, 09/7 , S.9. 
http://www.walter-eucken-institut.de/fileadmin/bilder/Publikationen/Diskussionspapiere/09_07bw.pdf 
356 Trittin, Jürgen, Naturschutz und Nationalsozialismus – Erblast für den Naturschutz im 




所収）。Stier, Bernhard, Zwischen kodifikatorischer Innovation und materieller Kontinuität: Das 
Energiewirtschaftsgesetz von 1935 und die Lenkung der Elektrizitätwirtschaft im Nationalsozialismus, 
in: Bähr, Johannes, Ralf Banken(Hg.), Wirtschaftssteuerung durch Recht im Nationalsozialismus, 
Frankfurt/M 2006. 
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